
 2026年9月29日  

各  位  

新潟縣信用組合  

 

 

資金交付制度に係る組織再編成等実施計画の認定について 

 

 

新潟縣信用組合（理事長 赤川新一）は、関係当局の認可を得られることを前提として

2026年11月24日に興栄信用組合との合併を予定しております。今般、金融機能の強化のた

めの特別措置に関する法律（以下、「金融機能強化法」という。）に基づき両組合が策定

した「組織再編成等実施計画」（2026年10月～2032年3月）が認定されましたので、お知

らせいたします。  

 

 

記 

 

 

１．組織再編成等実施計画に係る認定事項  

金融機能強化法第34条の10第1項に基づき作成した組織再編成等実施計画につきまし

て、同条第3項に基づく認定がなされました。本計画の認定に伴い、今後、預金保険機

構と資金交付契約を締結する予定であり、当該計画の実施期間中に当該計画に定められ

た経営基盤の強化のための措置の実施に要した費用に対して、資金交付を求めることと

しております。  

 

２．組織再編成等実施計画の概要  

営業地域における基盤的金融サービスの安定的な提供と地域社会・地域経済の更なる

発展に貢献していくために必要な方策、経営基盤の強化のための措置の実施に要する費

用及び交付を求める資金の額等を定めた計画となります。  

詳細につきましては、添付資料をご参照ください。  

 

【添付資料】  

・組織再編成等実施計画（ダイジェスト版）  

・組織再編成等実施計画  

 

以上 



資金交付制度組織再編成等実施計画書
（ダイジェスト版）

2026年8月
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Ⅰ.主として業務を行っている地域における基盤的金融サービスの提供の状況

➢新潟縣信組・興栄信組は、経営基盤の強化により今後も安定した基盤的金融サービスの提供を継続できるよう2026年11月24日を目処

に合併を予定しております。

➢新潟縣信組は、新潟県内に43店舗（内1店舗は店舗内店舗）を展開し、県内一円を営業地域とする信用組合として、また興栄信組は新

潟市西区を中心に5店舗を展開する信用組合として、ともに相互扶助の精神に基づき組合員の利便性向上と地域社会の持続的な発展

に貢献し、地域から必要とされる信用組合を目指し、地域社会とともに発展してまいりました。

➢新潟県内における両組合合算の預金シェアは2.89％、貸出金シェアは2.26％であり営業地域における取引事業者の割合は4.40％であ

るものの、取引事業者の内従業員5名以内の事業所の割合は67.75％となっております。両組合はこれまで中小企業・小規模事業者を

中心に金融仲介機能を発揮してまいりました。
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預金 貸出金 預金 貸出金 預金 貸出金

新潟縣信組 2.74% 2.21% 2.71% 2.13% 2.73% 2.14%

興栄信組 0.16% 0.13% 0.16% 0.12% 0.16% 0.12%

新潟縣信組+興栄信組 2.90% 2.34% 2.87% 2.25% 2.89% 2.26%

他金融機関 97.10% 97.66% 97.13% 97.75% 97.11% 97.74%

合計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

【新潟縣信組・興栄信組合算による新潟県内の預金・貸出金シェア】

2023/3末 2024/3末 2025/3末

※出典：日本金融通信社「新潟県内金融機関概況」

【営業地域における取引事業者の割合と取引事業者における小規模事業者の割合】

（新潟市全域） 17 1,139 802 70.41% 35,640 3.20% 18,466

東区 2 228 170 74.56% 4,963 4.59% 2,498

中央区 5 484 316 65.29% 12,968 3.73% 5,709

江南区 1 － － － 2,865 － 1,484

秋葉区 2 216 142 65.74% 2,440 8.85% 1,581

西区 7 211 174 82.46% 5,238 4.03% 2,726

佐渡地区 佐渡市 2 202 130 64.36% 3,437 5.88% 2,310

村上市 1 95 65 68.42% 3,083 3.08% 2,058

胎内市 1 170 116 68.24% 1,259 13.50% 840

新発田市 2 121 78 64.46% 4,070 2.97% 2,415

燕市 3 200 129 64.50% 5,079 3.94% 3,901

聖籠町 1 94 52 55.32% 630 14.92% 300

弥彦村 1 68 51 75.00% 371 18.33% 269

三条市 2 164 102 62.20% 5,764 2.85% 3,801

見附市 1 106 82 77.36% 1,568 6.76% 1,159

長岡市 4 300 217 72.33% 12,794 2.34% 7,694

小千谷市 1 145 88 60.69% 1,692 8.57% 1,168

十日町市 3 340 237 69.71% 2,835 11.99% 2,130

柏崎市 1 87 55 63.22% 3,745 2.32% 2,404

魚沼市 2 147 95 64.63% 1,876 7.84% 1,468

南魚沼市 2 257 160 62.26% 3,336 7.70% 2,237

湯沢町 1 145 103 71.03% 783 18.52% 544

上越地区 上越市 2 189 127 67.20% 9,350 2.02% 5,171

3,969 2,689 67.75% 90,146 4.40% 53,867

※出典：

「取引先事業者(A)」・「うち従業員5名以内(B)」は組合内資料より作成

店舗数

（両組合合計）

(A)のうち

従業員

5名以内(B)

事業所数＝新潟県令和3年経済センサス活動調査

割合①

(B)/(A)

小規模

事業者数
事業者数(C)

割合②

(A)/(C)

取引

事業者数

(A)

※興栄信組取引先事業所296先について、従業員数のデータを保有していないことから、（Ａ）および

（Ｂ）の数値は新潟縣信用組合のみの数値とする。

下越地区

中越地区

新潟市

小規模事業者＝2016年6月中小企業庁市区町村企業数

計



Ⅱ.計画実施地域において基盤的金融サービスを持続的に提供することが困難となる
おそれがあることを示す事項

（１）新潟県の経済動向と人口推移

➢新潟県内には全国トップクラスの基盤技術とオンリーワン技術を持つ企業が集積し、金属洋食器、石油ストーブ、米菓等の出荷額は全国1位を誇っています。

➢原材料価格の高止まりや円安の影響はあるものの、令和6年度中においては、能登半島地震の復旧工事需要を中心とした公共投資が増加したほか、佐渡金銀山

の世界文化遺産登録を受けて観光需要が拡大。

➢一方で人口減少による地域経済の縮小や中小零細企業の休廃業の増加、物価高や金利上昇等による収益環境の悪化が懸念される状況にあります。

➢県内の総人口は1997年をピークに減少が続き、少子化と若年層の県外流出を主な要因として、減少率は全国平均を上回るペースで推移しております。

➢経済活動を担うことができる年齢層として定義される「生産年齢人口」においては、今後急速な減少が進む見通しであり、2025年の115万人から2050年には74万人

まで減少する見通しとなっています。
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Ⅱ.計画実施地域において基盤的金融サービスを持続的に提供することが困難となる
おそれがあることを示す事項

（２）これまでの基盤的金融サービスによる利益の状況

➢生産年齢人口や事業所数が減少し、資金需要も停滞する環境下においても、両組合とも金融仲介機能の発揮により貸出残高の増加を
図ってまいりました。近年、長期的な低金利環境と競争激化により貸出金利回りの低下を背景として貸出金利息収入は減少傾向にあり
ました。

➢直近期（2026/3末）では、政策金利の引き上げに伴い貸出金の利回りは上昇したものの、預金コストが先行していたため、修正資金利益

の低下に影響。経費面において、人件費の上昇や物価上昇による物件費の増加等の要素を反映して、基盤的金融サービス利益の状況
は低下基調にあり、両組合ともに赤字の状況が続いております。

※基盤的金融サービス利益の定義
資金利益（有価証券利息配当金除く）＋役務取引等利益－経費－与信費用
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役務取引等利益について、直近期は前期比同等であったものの、マイ
ナス幅は拡大傾向。投信販売手数料や生保販売手数料の増加が図ら
れている反面、有価証券利息配当金の増加による投資事業組合に対
する支払手数料が増加していることが要因。

直近期では、市場金利上昇により有価証券利息配当金が増加となるも、
預金利息増加の影響大きく、修正資金利益は減少。経費は、所有建物
におけるアスベストレベルⅢの計上に伴う減価償却費の増加や人件費
の上昇を主因として増加している。

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末 2026/3末

① 修正資金利益（a-b） 2,931 2,844 2,802 2,711 2,674

a.資金利益 5,276 5,025 5,066 5,321 6,598

b.有価証券利息配当金 2,345 2,181 2,264 2,610 3,924

② 役務取引等利益 ▲93 ▲108 ▲113 ▲155 ▲154

③ 経費 3,708 3,749 3,824 4,007 4,174

④ 与信費用 302 ▲27 49 114 191

⑤
基盤的金融サービス利益

（①+②-③-④）
▲1,172 ▲986 ▲1,184 ▲1,565 ▲1,845

【新潟縣信用組合】

2022/3末 2023/3末 2024/3末 2025/3末 2026/3末

① 修正資金利益（a-b） 197 201 208 204 187

a.資金利益 317 331 342 339 335

b.有価証券利息配当金 120 130 134 135 148

② 役務取引等利益 ▲5 ▲5 1 ▲3 ▲3

③ 経費 294 292 279 281 296

④ 与信費用 33 11 58 9 23

⑤
基盤的金融サービス利益

（①+②-③-④）
▲135 ▲107 ▲128 ▲89 ▲135

【興栄信用組合】



（３）基盤的金融サービスを持続的に提供することが困難となる可能性

➢新潟県の人口減少率は全国で11番目に高い減少率であり、生産年齢人口
においても全国平均減少率を大幅に上回っております。

➢人口と比例するように民間事業所数も減少しており、令和3年における事業
所数は平成28年対比で、全国で4.75％増加しているのに対し新潟県では
△5.65％、両組合営業地区（店舗所在地の市区町村）においては平均で
△5.70％の減少率となっています。

Ⅱ.計画実施地域において基盤的金融サービスを持続的に提供することが困難となる
おそれがあることを示す事項
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2020年① 2050年② 増減率（②/①-1） 2020年③ 2050年④ 増減率（④/③-1）

－ 126,146 104,686 -17.01% 75,088 55,402 -26.22%

47 2,201,272 1,525,004 -30.72% 1,232,070 734,647 -40.37%

（新潟市全域） 17 789,275 616,385 -21.90% 463,605 312,546 -32.58%

東区 2 134,446 101,183 -24.74% 79,308 51,034 -35.65%

中央区 5 180,345 158,408 -12.16% 112,981 87,490 -22.56%

江南区 1 67,972 56,849 -16.36% 38,653 28,594 -26.02%

秋葉区 2 75,069 57,670 -23.18% 41,904 28,078 -32.99%

西区 7 160,656 132,527 -17.51% 94,898 67,793 -28.56%

佐渡地区 佐渡市 2 51,492 25,968 -49.57% 24,387 10,385 -57.42%

村上市 1 57,418 30,615 -46.68% 29,273 12,653 -56.78%

胎内市 1 28,509 17,257 -39.47% 15,269 7,913 -48.18%

新発田市 2 94,927 65,061 -31.46% 53,102 31,281 -41.09%

燕市 3 77,201 54,136 -29.88% 44,210 26,393 -40.30%

聖籠町 1 14,259 12,480 -12.48% 8,456 6,666 -21.17%

弥彦村 1 7,705 5,026 -34.77% 4,308 2,165 -49.74%

三条市 2 94,642 63,029 -33.40% 52,466 29,342 -44.07%

見附市 1 39,237 26,906 -31.43% 21,785 12,755 -41.45%

長岡市 4 266,936 197,104 -26.16% 151,731 98,143 -35.32%

小千谷市 1 34,096 20,714 -39.25% 18,133 9,240 -49.04%

十日町市 3 49,820 26,029 -47.75% 24,706 10,972 -55.59%

柏崎市 1 81,526 51,217 -37.18% 45,306 23,810 -47.45%

魚沼市 2 34,483 18,436 -46.54% 17,958 7,577 -57.81%

南魚沼市 2 54,851 35,646 -35.01% 29,813 16,544 -44.51%

湯沢町 1 7,767 5,408 -30.37% 4,080 2,295 -43.75%

上越地区 上越市 2 188,047 127,657 -32.11% 104,127 60,807 -41.60%

-31.70% -41.87%

※店舗数は店舗内店舗を含めておりません

【両組合営業地区における市町村別総人口推計および生産年齢人口推計】

※出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

両組合営業地区における生産年齢人口平均減少率

生産年齢（15歳～64歳）人口（人）

全国（1,000人）

下越地区

中越地区

新潟市

両組合営業地区における総人口平均減少率

店舗数
（両組合合計）

総人口（人）

新潟県

平成28年 令和3年 増減率

5,578,975 5,844,088 4.75%

47 114,895 108,401 -5.65%

（新潟市全域） 17 36,550 35,640 -2.49%

東区 2 4,939 4,963 0.49%

中央区 5 13,564 12,968 -4.39%

江南区 1 2,908 2,865 -1.48%

秋葉区 2 2,618 2,440 -6.80%

西区 7 5,219 5,238 0.36%

佐渡地区 佐渡市 2 3,804 3,437 -9.65%

村上市 1 3,312 3,083 -6.91%

胎内市 1 1,342 1,259 -6.18%

新発田市 2 4,297 4,070 -5.28%

燕市 3 5,523 5,079 -8.04%

聖籠町 1 624 630 0.96%

弥彦村 1 393 371 -5.60%

三条市 2 5,944 5,764 -3.03%

見附市 1 1,802 1,568 -12.99%

長岡市 4 13,842 12,794 -7.57%

小千谷市 1 1,863 1,692 -9.18%

十日町市 3 3,180 2,835 -10.85%

柏崎市 1 4,179 3,745 -10.39%

魚沼市 2 2,152 1,876 -12.83%

南魚沼市 2 3,426 3,336 -2.63%

湯沢町 1 787 783 -0.51%

上越地区 上越市 2 9,625 9,350 -2.86%

-5.70%

※店舗数は店舗内店舗を含めておりません

下越地区

中越地区

店舗数
（両組合合計）

両組合営業地区における平均増減率

※出典：新潟県令和3年経済センサス活動調査

新潟市

【両組合営業地区における市町村別事業所数】

事業所数

全国

新潟県



➢今後も人口減少に伴い、事業所の休廃業が更に進行し、基盤的金融サービスの持続的な提供に影響を及ぼす可能性があ
ります。

➢両組合合算の今後の基盤的金融サービスに係る収支見込みでは、政策金利の引き上げ（予想）による金利上昇を勘案する
と修正資金利益は緩やかに増加していくものの、上記人口減少や事業所数の減少を理由とし上昇幅は限定的となります。基
盤的金融サービス利益のマイナス幅は縮小傾向にて推移する見込みであるものの、人件費・物件費の上昇による経費の増
加も予想され、今後も赤字が継続する見込みとなっております。

Ⅱ.計画実施地域において基盤的金融サービスを持続的に提供することが困難となる
おそれがあることを示す事項

※基盤的金融サービスの収支見込み（計数）については以下の条件にて算出しております。

①修正資金利益

・人口減少と事業所数減少を考慮しながらも、今後の政策金利引き上げを想
定し、2027年度に2回、2028年度に1回の利上げを想定。
・有価証券利息配当金は長期シミュレーションに基づき、概ね横這いにて推移。
（2026/3実績は投信解約益を含めて算出しているものの、以降の予想数値に
は投信解約益等を含めないものとしている）

②役務取引等利益

・実績値には投資事業組合への支払手数料が計上されているためマイナス幅
が大きくなっているものの、予想数値には同手数料は含めておらず、投資販売
手数料や生保販売手数料等横這いにて推移。
③経費
・物価上昇を想定し、上昇率2％程度勘案しつつ、店舗体制の見直しによる減
少分を反映。
④与信費用
・過去実績（特殊要因除く）を勘案し、横這いにて推移。
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【両組合合算の基盤的金融サービスに係る収支見込み】 単位：百万円

2026/3末 2027/3末 2028/3末 2029/3末 2030/3末 2031/3末 2032/3末

（実績） （見込み） （見通し）

① 修正資金利益（a-b） 2,861 2,995 3,078 3,290 3,537 3,519 3,519

a.資金利益 6,933 5,392 5,357 5,341 5,655 5,740 5,740

b.有価証券利息配当金 4,072 2,397 2,279 2,132 2,118 2,221 2,221

② 役務取引等利益 ▲157 ▲68 ▲67 ▲67 ▲67 ▲67 ▲67

③ 経費 4,470 4,547 4,534 4,625 4,696 4,709 4,702

④ 与信費用 214 130 130 130 130 130 130

⑤
基盤的金融サービス利益

（①+②-③-④） ▲1,980 ▲1,750 ▲1,653 ▲1,613 ▲ 1,356 ▲ 1,387 ▲ 1,380



（１）経営改善の見通し（営業戦略について）
➢両組合は、2026年11月の合併により、人的リソースの確保、本部機能並びに営業店業務の一層の効率化を図り、中小規模事業者や個人顧客の事

業拡大・生活の向上、利便性の向上に貢献すべく、経営基盤の強化のための措置の実施により、基盤的金融サービスの提供を維持し、円滑な資金

繰り支援、事業者の再生支援、地方創生への取組みを一層深化させ、これからも地域社会の発展に貢献してまいります。

➢新潟縣信組における地方創生への取り組みとして、各種セミナー、販路拡大のための商談会の開催、ビジネスマッチングシステムの構築、産・官・学

との連携協定締結等の取り組みを行っております。また、新潟縣信組の活動の特徴である「ＳＧＭ体制（Small Group Management）」による活動の機

能強化を図り、興栄信組の営業地域・顧客へも課題解決型ソリューション営業（M&A、事業承継、ビジネスマッチング、SDGsアシストサービス、顧客

DX化等）を展開することにより、融資ニーズの発掘や新たな手数料収入の確保等、更なるシェアの拡大と収益力の拡大を図るとともに、地域での存

在感を高めてまいります。

Ⅲ.事業の抜本的な見直しとして実施する経営基盤の強化のための措置の内容及び
計画実施地域における基盤的金融サービスの提供の維持に関する事項

【ＳＧＭ活動の特徴】

◎ソリューション活動（地域課題解決活動）
各グループが地域の抱える課題から活動テーマ
を考え、そのテーマに沿って地域や取引先の皆さ
まの課題解決を目的としたサポート活動を展開
することで、地域の自立的好循環に関与し、活動
の結果として地域と当組合のＷｉｎ-Ｗｉｎにつなが
る取り組みを目指し活動を展開。

◎地域貢献活動（SDGs活動）
当組合の経営理念とSDGs宣言に基づき、地域社

会の持続的な発展のため、各グループにおいて、
地域貢献に資する活動により、「誰一人取り残さ
れない」持続可能な社会の実現に向けてさまざま
な活動を展開。
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（２）経営基盤の強化のための措置の内容

➢基幹システムは両組合ともに共同センターに加盟（信組情報サービス㈱：ＳＫＣ）。

➢合併により、ネットワーク環境の統一化（ハード・ソフト）等によるシステム運営の効率化とセキュリティの強化、事務機器類の統一化と新た
な事務機器の導入による事務処理の統一化・効率化、経営の効率化に向けた店舗体制の見直し等、経営基盤の強化に向けた措置を実
施することで、営業人員の増加を前提とした営業体制の強化を図り、新潟縣信組の営業力とその特徴（ＳＧＭ体制による課題解決型ソ
リューション営業）を興栄信組の営業地域に展開・浸透させることにより、基盤的金融サービスの安定・継続した提供に努めてまいります。

Ⅲ.事業の抜本的な見直しとして実施する経営基盤の強化のための措置の内容及び
計画実施地域における基盤的金融サービスの提供の維持に関する事項

措置の名称 措置の概要

① システム改修
✓ ネットワーク環境の統一化（ハード・ソフトの最新化によるセキュリティ強化含む）
✓ 既存使用システムに対する店舗追加対応

② 機器・装置導入
✓ 窓口出納事務の統一化および合理化
✓ 重要書類・重要鍵の管理統一化および厳格化
✓ 窓口受付事務等の平準化・その他事務処理の効率化

③ 店舗統廃合関連 ✓ 新たな店舗エリア制（サテライト店舗化、店舗内店舗化）の導入

④ 合併関連対応 ✓ 名称等変更に伴う店舗看板の付け替え

【実施を予定している店舗政策】
①興栄信組酒屋支店を新潟縣信組荻川支店のサテライト店舗に移行
②新潟縣信組吉田支店を移転
→興栄信組の営業地域の一部である新潟県燕市の営業強化と効率的な店舗配置のため
③興栄信組寺尾支店を新潟縣信組寺尾東支店の店舗内店舗に移行
④興栄信組大野支店を移転
⑤興栄信組赤塚支店を移転
⑥興栄信組本店を新築移転

✓ 合併による本部機能の集
約・強化

✓ 店舗体制の見直し

✓ 経営基盤の強化のために実施する
措置により営業人員を増強

✓ 事務機器類の更新・統一化
による事務処理の効率化・
合理化
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✓ 営業体制（ＳＧＭ体制等）の強化を図り、
基盤的金融サービスの提供を維持



➢生産年齢人口の減少や事業所数の減少等の影響により、基盤的金融サービス利益は赤字基調での推移が見込まれる中、合併によるシナジー効果を発揮し、地域に対して安定的かつ持
続的な基盤的金融サービスの提供に努めてまいります。

＜トップラインシナジー＞

➢合併による人財の融合により、「足で稼ぐ営業」を営業地域の隅々まで行き渡らせ、興栄信組の顧客に対し、興栄信組が有する情報を活用し、事業先顧客に対しては「課題解決型ソリュー
ション営業」を中心とした営業展開、個人顧客に対しては住宅ローンを含めた個人ローン商品を中心としたメイン化推進による取引先の裾野の拡大により資金利益の増加を図ります。

➢また、興栄信組が取扱いをしていない投資信託等金融商品の販売にも注力し、手数料収入の増加等収益の増強を図ってまいります。

＜コストシナジー＞

➢店舗網は維持することを前提に、店舗内店舗化の実施およびサテライト店舗化の実施等により効率的な店舗運営を行い、人員の効率的配置や最適化に取り組み、トップラインの押し上げ
とともにコストシナジーも発揮してまいります。

＜ディスシナジー＞

➢合併に伴い改修・更改が必要なシステム、管理方法の統一化や事務処理の統一化に必要な機器類の導入等が合併年度から発生し、コストが先行する見通しです。また、合併によって生
じる看板の設置、通帳・証書類の増刷等一時的に発生する費用についてディスシナジーとして見込んでおります。

Ⅲ.事業の抜本的な見直しとして実施する経営基盤の強化のための措置の内容及び
計画実施地域における基盤的金融サービスの提供の維持に関する事項
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２０２６/３
末

（実績）

2027/3末

（見込
み）

2028/3末 2029/3末 2030/3末 2031/3末 2032/3末

（見通し）

①修正資金利益（a-b） 2,861 2,995 3,078 3,268 3,674 3,753 3,875

a.資金利益 6,933 5,392 5,357 5,382 5,772 5,946 6,068

b.有価証券利息配当金 4,072 2,397 2,279 2,114 2,098 2,193 2,193

②役務取引等利益 ▲157 ▲68 ▲65 ▲65 ▲55 ▲45 ▲35

③経費 4,470 4,547 4,737 4,597 4,598 4,570 4,560

④与信費用 214 130 130 130 130 130 130

⑤基盤的金融サービス利益
（①＋②－③－④）

▲1,980 ▲1,750 ▲1,854 ▲1,524 ▲1,109 ▲992 ▲850

⑥基盤的金融サービス利益
（シナジー効果前）

▲1,653 ▲1,613 ▲1,356 ▲1,387 ▲1,380

⑦シナジー効果差分
（⑤－⑥）

▲201 89 247 395 530

【基盤的金融サービス利益の推移】
（合併後の両組合合算）

①合併により新潟縣信組の営業力を興栄信組営
業地域に展開することにより、貸出金残高の増加
を中心として資金利益の増加を図ります。
②新潟縣信組の営業地域に加え、興栄信組営業
地域にも金融商品の販売等幅広く展開し、手数料
数入の増加を図り、役務収益等利益のマイナス幅
を改善。
③経費面においては、当初は支出先行により増加
を余儀なくされるものの、2029/3期以降は経営基
盤の強化のための措置によるプラスシナジー発揮
により改善。

トップラインシナジー効果： ３８８百万円
コストシナジー効果 ： １４２百万円
全体のシナジー効果 ： ５３０百万円

（３）合併により得られる効果



【両組合のこれまでの取り組み】
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Ⅳ.中小規模の事業者に対する金融の円滑化その他の計画実施地域における経済の
活性化に資する方策

新潟縣信組 興栄信組

①企業支援活動
ライフステージに応じた最適なソリューションの提供
→企業支援チームによる活動、外部専門家との連携

②けんしんビジネスパートナーシップ
新潟県中小企業診断士協会との連携
③各種セミナーの開催
「創業アカデミー」の開催・・・よろず支援拠点
「事業承継セミナー」の開催・・・事業承継・引継支援センター
④知財金融への取り組み
ＩＮＰＩＴ新潟県知財総合支援窓口と包括連携協定

①企業支援活動

新潟県信用保証協会、新潟県中小企業活性化協議会、よろ
ず支援拠点との連携

（１）地域密着型金融の取り組みと金融仲介機能・コンサルティング機能の発揮

➢両組合ともに、新潟県内の中小零細企業の顧客を中心とした経営基盤を築いており、地元中小零細企業に対する金融の円滑化の施策
は、最重要課題として認識。

➢新潟縣信組では、地域密着型金融の取り組み推進と金融仲介機能の発揮のため、中小企業の経営改善、地域活性化への取り組みを
強化すべく、平成15年より「企業支援チーム」を組成。

➢事業者が抱える課題やライフステージに応じた金融仲介機能を発揮するとともに、新潟県中小企業診断士協会や外部専門家、中小企業
活性化協議会等と連携することでコンサルティング機能を発揮してまいりました。

➢興栄信組では、外部支援機関との連携を図り、取引先の経営改善・事業再生および事業承継に向けた支援に取り組んでまいりました。



新潟縣信組 興栄信組

①企業支援活動
ライフステージに応じた最適なソリューションの提供
→企業支援チームによる活動、外部専門家との連携

②けんしんビジネスパートナーシップ
新潟県中小企業診断士協会との連携
③各種セミナーの開催
「創業アカデミー」の開催・・・よろず支援拠点
「事業承継セミナー」の開催・・・事業承継・引継支援センター
④知財金融への取り組み
ＩＮＰＩＴ新潟県知財総合支援窓口と包括連携協定

①企業支援活動

新潟県信用保証協会、新潟県中小企業活性化協議会、よろ
ず支援拠点との連携
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Ⅳ.中小規模の事業者に対する金融の円滑化その他の計画実施地域における経済の
活性化に資する方策

興栄信組営業地域・取引顧客に展開

人財の融合と情報の共有により、更なる深化と地域への浸透を図る

【合併後】

合併により両組合本部機能の集約と店舗体制の見直し、経営基盤の強化のために実施する措置
（営業店事務の効率化等）により営業人員を増強。中小規模事業者の支援を通した資金ニーズの
発掘により、基盤的金融サービスの強化に繋げてまいります。



（２）中小規模の事業者に対する信用供与その他の基盤的金融サー
ビスの実施体制の整備
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Ⅳ.中小規模の事業者に対する金融の円滑化その他の計画実施地域における経済の
活性化に資する方策

両組合の強みである「フェイス・トゥ・フェイス」による訪問活
動を基本として、コンサルティングサービスの提供や資金
繰り相談等円滑な信用供与および多様化するニーズにき
め細かに対応できる体制を整備

訪問活動による情報収集
↓

業務日誌・事業性評価シートに蓄積
↓

本部・営業店で共有
↓

一体となった営業体制

多様化する顧客ニーズへの対応
↓

外部支援機関との提携
↓

幅広いネットワークの構築

【合併後の体制】
主管部：審査管理部

↓
外部支援機関の活用状況・取次については地方創生推進室と連携

↓
各営業店の取り組みを検証、実績をフィードバック

（３）信用供与円滑化のための方策

「経営者保証のガイドライン」「中小・地域金融機関向けの
総合的な監督指針」

事業性評価に基づき担保・保証に過度に依存しない融資
への取り組みの定着

【合併後】

①両組合が有している資金供給方法や事業性評価の手
法・ 着眼点の共有

②担保・保証に依存しない融資への取り組みの一層の強
化

（４）その他経済の活性化に資する方策

【創業新事業支援】

【経営相談取引先支援】（コンサルティング機能の強化）

【事業再生】

【事業承継】

創業者への補助金情報提供、創業計画策定支援、信用保証制
度の活用

企業支援活動、事業承継支援、スタートアップ支援、脱炭素に向
けた支援、ビジネスマッチング

融資先期中管理、外部支援機関への取次、再生計画策定支援

Ｍ＆Ａ支援、ＰＭＩ支援、事業承継・引継支援センターへの取次



➢本実施計画の進捗状況については、新潟縣信組の常務会等への定期的な報告を通じて管理を行ってまいります。

➢資金の交付を受けて実施しようとする経営基盤の強化のための措置の進捗状況管理の担当部署は総務部とします。

➢交付を受けた資金の経理の担当部署は資金経理部とします。

➢計画との乖離が生じた場合または生じる恐れがある場合には担当部署でその対策等を検討し、常務会等での協議を
経て、担当部署・営業店に対して計画との乖離を是正する対応を実行してまいります。
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Ⅴ.実施計画の適切な実施を図るために必要な経営体制に関する事項



Ⅵ. 経営基盤強化のための措置の実施に要する費用、交付を求める当該資金の額

措置の名称
経営基盤の強化のための
措置の実施に要する費用

交付対象経費
機構に交付を求める予

定の資金の額

① システム改修 41,756,000円 37,960,000円 18,980,000円

② 機器・装置導入 254,998,920円 231,817,200円 115,908,600円

③ 店舗統廃合関連 610,445,000円 554,950,000円 277,475,000円

④ 合併関連対応 8,870,180円 8,063,800円 4,031,900円

合計 916,070,100円 832,791,000円 416,395,500円
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➢経営基盤の強化のための措置の実施に要する費用と交付を求める当該資金の額は以下のとおりです。



1 

別紙様式第 12 号（第 104 条関係） 

組 織 再 編 成 等 実 施 計 画 

2026 年 8月 17 日提出 

（申請者） 本店又は主たる 

事務所の所在地 新潟県新潟市中央区営所通一番町 302 番地 1 

商号又は名称 新 潟 縣 信 用 組 合 

代 表 者   理 事 長  赤 川  新 一 

（申請者） 本店又は主たる 

事務所の所在地 新潟県新潟市西区内野町 1066 番地 

商号又は名称 興 栄 信 用 組 合 

代 表 者  理 事 長  清 水  一 男 

 金融機能の強化のための特別措置に関する法律第 34 条の 10 第１項の規定に基づき、組織再編成等実施計

画（以下この様式において「実施計画」という。）を次のとおり提出します。 

記 

第１ 実施計画の実施期間 

 新潟縣信用組合（以下、「新潟縣信組」という。）と興栄信用組合（以下、「興栄信組」といい、新潟縣信

組及び興栄信組を総称して、以下、「両組合」という。）は、金融機能の強化のための特別措置に関する法

律（以下、「金融機能強化法」とする）第 34条の 10第 1項の規定に基づき、2026年 10月から 2032年 3月

までの実施計画を策定・実施いたします。また、今後実施計画に記載された事項について重要な変化が生じ

た場合、または生じることが予想される場合には、遅滞なく金融庁に報告いたします。 



 
 

2 

第２ 主として業務を行っている地域における基盤的金融サービスの提供の状況 

 

１．両組合の沿革 

  

2026年 11月 24 日に、新潟縣信組を存続信組とする合併を予定しておりますが、両組合の沿革につい

ては、以下のとおりです。 

 

 新潟縣信組は、1950年 2月に中小企業等協同組合法による信用組合として、大蔵省認可第一号の信用

組合として設立されました。設立当時の名称は「新潟縣商工信用協同組合」であり、営業地域は 2 市 15

町村に限られていました。1955 年には営業地域を新潟県一円に広げ、1959 年に現在の名称である「新潟

縣信用組合」へ名称を変更し、今日に至っております。 

 新潟縣信組は創立時から一部の地域を営業地域とする狭域の信用組合ではなく、全国的にも数少ない

「広域型信用組合」として誕生しました。設立当初の店舗数は 6 店舗でしたが、県内各地に店舗網を広

げ、現在は 43 店舗を展開しています。 

 創立以来、「地元を見つめ、地元とともに歩み、地元の発展にベストを尽くします」という経営理念

のもと、地域経済の発展に貢献することを基本方針として掲げてまいりました。これからも相互扶助の

精神に基づき、組合員の利便性向上と地域社会の持続的な発展に貢献するという社会的使命を果たし、

地域から必要とされる信用組合を目指してまいります。 

 

 興栄信組は、1956 年 9 月に「内野信用組合」として設立し、1974 年 12 月に現在の「興栄信用組合」

に改称し、今日に至っております。営業地区は新潟市全域、燕市（旧燕市を除く）、西蒲原郡（弥彦村）

としており、新潟市西区に 4 店舗、江南区に 1 店舗の合計 5 店舗を展開しております。経営理念である

「協同組織による地域金融機関として地域社会の豊かさに貢献し、信用第一を旨に目標達成のため、常

に前進努力する」「1.興栄信組は地域のもの、2.地域を大切にし、そして奉仕する、3.地域とともに発

展する」に基づき、地域に根差した金融機関として経営の健全性を維持し、成長性の確保と収益力の向

上に努めてまいります。併せて、地域の皆様にお役に立てる金融機関を目指し、地域金融の円滑化と金

融サービスの向上を図り、地域社会の発展に貢献してまいります。 

 

２．主として業務を行っている地域 

 

（１）両組合における営業地域の状況（営業地区、店舗数＝店舗内店舗を除く） 

 

  新潟縣信組は、新潟県下一円を営業地域としており、新潟市に 12 店舗（東区 2 店舗、中央区 5 店

舗、秋葉区 2 店舗、西区 3 店舗）、佐渡市 2 店舗、下越地区 9 店舗（村上市 1 店舗、胎内市 1 店舗、

新発田市 2店舗、燕市 3 店舗、聖籠町 1店舗、弥彦村 1店舗）、中越地区 17店舗（三条市 2店舗、見

附市 1 店舗、長岡市 4 店舗、柏崎市 1 店舗、小千谷市 1 店舗、十日町市 3 店舗、魚沼市 2 店舗、南魚

沼市 2店舗、湯沢町 1 店舗）、上越地区 2店舗（上越市 2 店舗）を配置しております。 

  興栄信組は、新潟市西区および江南区を営業地域としており、西区 4 店舗、江南区 1 店舗を配置し

ております。 

  両組合ともに地域に密着した営業展開を行っており、地域社会・地域経済の発展への貢献に注力し
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てまいりました。 

 

【営業拠点数（2026 年 3 月末時点）】 

 新潟縣信用組合 興栄信用組合 両組合合算 

新
潟
市 

東区 2 - 2 

中央区 5 - 5 

江南区 - 1 1 

秋葉区 2 - 2 

西区 3 4 7 

佐渡市 2 - 2 

下越地区 9 - 9 

中越地区 17 - 17 

上越地区 2 - 2 

合計 42 5 47 

※店舗内店舗は含めておりません。 

 

  （新潟県の地区の定義） 

地区 市区町村 

新潟市 北区、東区、中央区、江南区、秋葉区、南区、西区、西蒲区 

佐渡地区 佐渡市 

下越地区 

（新潟市除く） 

新発田市、村上市、燕市、五泉市、阿賀野市、胎内市、北蒲原郡聖籠

町、岩船郡関川村、岩船郡粟島浦村、西蒲原郡弥彦村、東蒲原郡阿賀

町 

中越地区 長岡市、三条市、柏崎市、小千谷市、加茂市、十日町市、見附市、魚

沼市、南魚沼市、南蒲原郡田上町、三島郡出雲崎町、南魚沼郡湯沢町、

中魚沼郡津南町、刈羽郡刈羽村 

上越地区 上越市、糸魚川市、妙高市 

 

 

（２）基盤的金融サービスの提供状況 

 

 【営業区域における預金・貸出金シェア】 

新潟県内の金融機関の数は、地方銀行が 2行、信用金庫が 9金庫、信用組合が 8 組合、合計 19の金

融機関が存在しています。信用組合では、東京都（19 組合）、大阪府（9 組合）に次ぐ数の多さとな

っています。2025年 3 月末現在の新潟県内における金融機関の業態別のシェアは、地方銀行は預金シ

ェアが 62.66％、貸出金シェアが 76.28％、信用金庫は預金シェアが 10.69％、貸出金シェアが 8.39％、

信用組合は預金シェアが 6.40％、貸出金シェアが 5.13％となっております。 

そのような中で、新潟縣信組は、本店のある新潟市（12店舗）を中心に新潟県全域を営業地域とし

て 43店舗あり、2025 年 3 月末現在の新潟縣信組の預金シェアは 2.73％、貸出金シェアは 2.14％とな
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っています。 

興栄信組は、本店のある新潟市西区（内野地区）を中心に 5店舗あり、預金シェアは 0.16％、貸出

金シェアは 0.12％となっております。 

新潟縣信組と興栄信組を合算した場合は、預金シェアが 2.89％、貸出金シェアが 2.26％となりま

す。 

両組合は地元の中小企業・小規模事業者を中心に基盤的金融サービスを提供してまいりました。下

表にもあるとおり、営業地域における取引先事業者の割合は 4.40％であるものの、取引先事業者にお

ける従業員 5 名以内の事業者の割合は 67.75％となっております。これまで、両組合の営業地域にお

ける中小企業・小規模事業者を中心に金融仲介機能を発揮し、金融サービスの提供を通して地元の地

域経済の発展に貢献してまいりました。 

 

 

【新潟縣信組・興栄信組合算による新潟県内の預金・貸出金シェア】 

 
※出典：日本金融通信社「新潟県内金融機関概況」 

 

【新潟県内における業態別預金・貸出金シェア】 

       

※出典：日本金融通信社「新潟県内金融機関概況」（地方銀行には第二地方銀行含む） 

     

 

 

 

 

 

 

 

預金 貸出金 預金 貸出金 預金 貸出金

新潟縣信組 2.74% 2.21% 2.71% 2.13% 2.73% 2.14%

興栄信組 0.16% 0.13% 0.16% 0.12% 0.16% 0.12%

新潟縣信組+興栄信組 2.90% 2.34% 2.87% 2.25% 2.89% 2.26%

他金融機関 97.10% 97.66% 97.13% 97.75% 97.11% 97.74%

合計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

2023/3末 2024/3末 2025/3末

預金 貸出金 預金 貸出金 預金 貸出金

信用組合 6.47% 5.40% 6.41% 5.19% 6.40% 5.13%

地方銀行 62.19% 75.77% 62.46% 76.15% 62.66% 76.28%

信用金庫 10.75% 8.75% 10.71% 8.58% 10.69% 8.39%

労働金庫 5.68% 4.51% 5.62% 4.47% 5.58% 4.45%

農業協同組合 14.91% 5.57% 14.80% 5.61% 14.67% 5.75%

合計 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

2023/3末 2024/3末 2025/3末
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【営業地区における新潟縣信組・興栄信組の預金・貸出金シェア（2025 年３月末時点）】 

 

  ※出典：日本金融通信社「店舗別金融機関データ」 

   （地銀・第二地銀・信用金庫・信用組合・労働金庫におけるシェア。インターネット支店及び本部勘定の 

預金・貸出金を除く。） 

 

 

 

 

 

 

預金 貸出金 預金 貸出金 預金 貸出金

東区 3.12% 3.25% － － 3.12% 3.25%

中央区 1.95% 2.24% － － 1.95% 2.24%

江南区 － － 1.16% 0.55% 1.16% 0.55%

秋葉区 7.15% 6.65% － － 7.15% 6.65%

西区 3.53% 2.83% 3.04% 3.53% 6.57% 6.36%

2.33% 2.29% 0.48% 0.34% 2.81% 2.63%

佐渡地区 佐渡市 8.94% 10.09% － － 8.94% 10.09%

村上市 3.15% 4.98% － － 3.15% 4.98%

胎内市 9.69% 12.04% － － 9.69% 12.04%

新発田市 2.53% 3.02% － － 2.53% 3.02%

燕市 4.50% 3.29% － － 4.50% 3.29%

聖籠町 20.55% 11.90% － － 20.55% 11.90%

弥彦村 100.00% 100.00% － － 100.00% 100.00%

4.30% 4.00% － － 4.30% 4.00%

三条市 2.21% 1.73% － － 2.21% 1.73%

見附市 7.99% 4.83% － － 7.99% 4.83%

長岡市 1.38% 1.64% － － 1.38% 1.64%

小千谷市 6.63% 9.74% － － 6.63% 9.74%

十日町市 16.69% 14.45% － － 16.69% 14.45%

柏崎市 2.19% 1.55% － － 2.19% 1.55%

魚沼市 10.02% 12.00% － － 10.02% 12.00%

南魚沼市 8.78% 10.06% － － 8.78% 10.06%

湯沢町 24.72% 43.42% － － 24.72% 43.42%

4.04% 3.81% － － 4.04% 3.81%

上越地区 上越市 1.72% 1.77% － － 1.72% 1.77%

新潟市合計

下越地区合計

中越地区合計

中越地区

下越地区

新潟縣信組 興栄信組 両組合合算

新潟市
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 【営業地域における取引事業者の割合と取引事業者における小規模事業者の割合】 

 

※出典：事業所数＝新潟県令和 3 年度経済センサス活動調査 

    小規模事業者＝2016 年 6 月中小企業庁市区町村企業数 

    「取引先事業者（A）」・「うち従業員 5 名以内（B）」は組合内資料より作成 

※興栄信用組合取引先事業所 296 先について、従業員データを保有していないことから、（A）および（B）の数値は新

潟縣信用組合のみの数値とする。 

 

 

 

 

 

（新潟市全域） 17 1,139 802 70.41% 35,640 3.20% 18,466

東区 2 228 170 74.56% 4,963 4.59% 2,498

中央区 5 484 316 65.29% 12,968 3.73% 5,709

江南区 1 － － － 2,865 － 1,484

秋葉区 2 216 142 65.74% 2,440 8.85% 1,581

西区 7 211 174 82.46% 5,238 4.03% 2,726

佐渡地区 佐渡市 2 202 130 64.36% 3,437 5.88% 2,310

村上市 1 95 65 68.42% 3,083 3.08% 2,058

胎内市 1 170 116 68.24% 1,259 13.50% 840

新発田市 2 121 78 64.46% 4,070 2.97% 2,415

燕市 3 200 129 64.50% 5,079 3.94% 3,901

聖籠町 1 94 52 55.32% 630 14.92% 300

弥彦村 1 68 51 75.00% 371 18.33% 269

三条市 2 164 102 62.20% 5,764 2.85% 3,801

見附市 1 106 82 77.36% 1,568 6.76% 1,159

長岡市 4 300 217 72.33% 12,794 2.34% 7,694

小千谷市 1 145 88 60.69% 1,692 8.57% 1,168

十日町市 3 340 237 69.71% 2,835 11.99% 2,130

柏崎市 1 87 55 63.22% 3,745 2.32% 2,404

魚沼市 2 147 95 64.63% 1,876 7.84% 1,468

南魚沼市 2 257 160 62.26% 3,336 7.70% 2,237

湯沢町 1 145 103 71.03% 783 18.52% 544

上越地区 上越市 2 189 127 67.20% 9,350 2.02% 5,171

3,969 2,689 67.75% 90,146 4.40% 53,867

下越地区

中越地区

新潟市

計

店舗数

（両組合合計）

(A)のうち

従業員

5名以内(B)

割合①

(B)/(A)

小規模

事業者数
事業者数(C)

割合②

(A)/(C)

取引

事業者数

(A)
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第３ 計画実施地域において基盤的金融サービスを持続的に提供することが困難となるおそれがあることを

示す事項 

 

 １．新潟県内の経済動向 

 

   県内経済は、金属加工や繊維、米菓等の製造業が強く、全国トップクラスの基盤技術とオンリーワン

技術を持つ企業が集積し、国際物流拠点（新潟港）を背景に多様な産業がバランス良く発展している特

徴があり、金属洋食器、石油ストーブ、米菓等の出荷額は全国 1 位を誇っています。 

原材料価格の高止まりや円安の影響はあるものの、設備投資や公共投資は回復傾向にあり、全体的に

は概ね緩やかな回復基調となっております。令和 6 年度中においては、能登半島地震の復旧工事を中心

に公共投資が増加したほか、佐渡金銀山の世界文化遺産登録を受けて観光需要が拡大しました。 

   一方で、物価上昇や物流問題などを背景に、コスト増加や人手不足などが深刻化し、中小企業の経営

を圧迫しております。人口減少による地域経済の縮小や中小零細企業の休廃業の増加、物価高や金利上

昇等による収益環境の悪化が懸念される状況にあります。 

新潟県の総人口は、1997 年をピークに減少が続いており、少子化と若年層の県外流出を主な要因とし

て、減少率は全国平均を上回るペースで推移しております。また、労働力として生産活動に貢献するこ

とに加えて、経済活動を担うことができる年齢層として定義される「15 歳から 64 歳まで」の人口を指

す「生産年齢人口」においては、今後、急速な減少が進む見通しであり、2025年の 115 万人から 2050年

には 74 万人まで減少する見通しとなっています。こうしたことから、労働力不足による生産の低下、国

内市場の縮小による消費の低迷等により、県内の経済の縮小が懸念されております。 

 

 

【新潟県の総人口、年齢 3 区分人口の推移】 

 

出典：総務省「国勢調査」「人口推計」、新潟県「新潟県の人口移動（月報）」を基に県作成 

※年齢 3 区分人口には、年齢不明を含まないため、年齢 3 区分人口の和は総人口に一致しない。割合は、

分母から年齢不明を除いて算出。 
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【新潟県の生産年齢人口（15-64 歳）の将来推移】 

 
出典：総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を基に新潟県作成 

 

 ２．これまでの基盤的金融サービスによる利益の状況 

 

    本計画内で示す基盤的金融サービスによる利益（以下、「基盤的金融サービス利益」という。）に

ついては、「資金利益（有価証券利息配当金除く）＋役務取引等利益－経費－与信費用」として算出

しており、下表は過去 5 年間の両組合の基盤的金融サービス利益の推移を示したものです。 

 

    以下に記載の期間中において、基盤的金融サービスに係る収支は両組合ともに 5 期連続でマイナス

となっております。 

    生産年齢人口や事業所数が減少し、資金需要も停滞する環境下において、両組合ともに金融仲介機

能の発揮により、貸出残高の増強を図ってまいりました。近年、長期的な低金利環境と競争激化によ

る貸出金利回りの低下を背景として貸出金利息収入は減少傾向にありました。直近期（2026/3 末）に

ついては、政策金利の引き上げに伴い、貸出金の利回りは上昇したものの、預金コストが先行してい

たため、修正資金利益の低下に影響しております。 

 

    新潟縣信組においては、役務取引等利益について直近期は前期比同等であったもののマイナス幅は

拡大傾向にあります。投資信託販売手数料や生命保険販売手数料の増加が図られている反面、有価証

券利息配当金の増加による投資事業組合に対する支払手数料が増加しておりマイナス幅拡大の要因と

なっております。 

    経費につきましては、定例給与のベースアップおよび賞与支給率の上昇等総体人件費の増加、更に

は物価上昇の影響による営繕費・保全管理費等物件費の増加を要因として年々増加傾向にあります。 

    これらの要素を反映して、基盤的金融サービス利益は低下基調となっております。 

    興栄信組においては、直近期では市場金利上昇により有価証券利息配当金が増加となりましたが、

預金利息増加の影響が大きく修正資金利益は減少しており、経費面についても、所有建物におけるア

スベストレベルⅢの計上に伴う減価償却費の増加や人件費の上昇を主因として増加しており、基盤的

金融サービス利益のマイナス幅は拡大している状況にあります。 

 

 

 



 
 

9 

【新潟縣信組】                               （単位：百万円） 

 2022/3 末 2023/3 末 2024/3 末 2025/3 末 2026/3 末 

①修正資金利益（a-b） 2,931 2,844 2,802 2,711 2,674 

 a.資金利益 5,276 5,025 5,066 5,321 6,598 

 b.有価証券利息配当金 2,345 2,181 2,264 2,610 3,924 

②役務取引等利益 ▲93 ▲108 ▲113 ▲155 ▲154 

③経費 3,708 3,749 3,824 4,007 4,174 

④与信費用 302 ▲27 49 114 191 

⑤基盤的金融サービス利益 

（①+②-③-④） 
▲1,172 ▲986 ▲1,184 ▲1,565 ▲1,845 

    

      【興栄信組】                                （単位：百万円） 

 2022/3 末 2023/3 末 2024/3 末 2025/3 末 2026/3 末 

①修正資金利益（a-b） 197 201 208 204 187 

 a.資金利益 317 331 342 339 335 

 b.有価証券利息配当金 120 130 134 135 148 

②役務取引等利益 ▲5 ▲5 1 ▲3 ▲3 

③経費 294 292 279 281 296 

④与信費用 33 11 58 9 23 

⑤基盤的金融サービス利益 

（①+②-③-④） 
▲135 ▲107 ▲128 ▲89 ▲135 

 

      【両組合合算】                                （単位：百万円） 

 2022/3 末 2023/3 末 2024/3 末 2025/3 末 2026/3 末 

①修正資金利益（a-b） 3,128 3,045 3,010 2,915 2,861 

 a.資金利益 5,593 5,356 5,408 5,660 6,933 

 b.有価証券利息配当金 2,465 2,311 2,398 2,745 4,072 

②役務取引等利益 ▲98 ▲113 ▲112 ▲158 ▲157 

③経費 4,002 4,041 4,103 4,288 4,470 

④与信費用 335 ▲16 107 123 214 

⑤基盤的金融サービス利益 

（①+②-③-④） 
▲1,307 ▲1,093 ▲1,312 ▲1,654 ▲1,980 

 

 

 ３．基盤的金融サービスを持続的提供することが困難となる可能性 

 

    新潟県の人口減少率は全国と比較しても減少率が高く、国立社会保障・人口問題研究所の推計では、

2050年の人口は 2020 年対比で新潟県は全国で 11 番目に高い減少率であり、経済への下押し圧力がか

かり続ける一因となります。 
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    また、新潟県内の生産年齢人口（15歳から 64歳）においても、2050年の人口は 2020 年対比で 40.37％

の減少率となっており、全国平均減少率 26.22％を大幅に上回っております。その中でも、両組合が営

業地域としている市町村の減少率は平均減少率 41.87％と更に新潟県平均を上回る減少率となってお

ります。 

    人口の減少と比例するように、民間事業所数も減少しており、令和 3年における事業所数は平成 28

年対比で、全国では 4.75％の増加率となっている中、新潟県では△5.65％、両組合営業地区において

は平均で△5.70％の減少率となっております。 

    今後も人口減少に伴い、事業所の休廃業が更に進行し、基盤的金融サービスの持続的な提供に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

  【両組合営業地域における市町村別総人口推計および生産年齢人口推計】 

 

   ※出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」 ※店舗数は店舗内店舗を含めておりません。 

 

 

2020年① 2050年② 増減率（②/①-1） 2020年③ 2050年④ 増減率（④/③-1）

－ 126,146 104,686 -17.01% 75,088 55,402 -26.22%

47 2,201,272 1,525,004 -30.72% 1,232,070 734,647 -40.37%

（新潟市全域） 17 789,275 616,385 -21.90% 463,605 312,546 -32.58%

東区 2 134,446 101,183 -24.74% 79,308 51,034 -35.65%

中央区 5 180,345 158,408 -12.16% 112,981 87,490 -22.56%

江南区 1 67,972 56,849 -16.36% 38,653 28,594 -26.02%

秋葉区 2 75,069 57,670 -23.18% 41,904 28,078 -32.99%

西区 7 160,656 132,527 -17.51% 94,898 67,793 -28.56%

佐渡地区 佐渡市 2 51,492 25,968 -49.57% 24,387 10,385 -57.42%

村上市 1 57,418 30,615 -46.68% 29,273 12,653 -56.78%

胎内市 1 28,509 17,257 -39.47% 15,269 7,913 -48.18%

新発田市 2 94,927 65,061 -31.46% 53,102 31,281 -41.09%

燕市 3 77,201 54,136 -29.88% 44,210 26,393 -40.30%

聖籠町 1 14,259 12,480 -12.48% 8,456 6,666 -21.17%

弥彦村 1 7,705 5,026 -34.77% 4,308 2,165 -49.74%

三条市 2 94,642 63,029 -33.40% 52,466 29,342 -44.07%

見附市 1 39,237 26,906 -31.43% 21,785 12,755 -41.45%

長岡市 4 266,936 197,104 -26.16% 151,731 98,143 -35.32%

小千谷市 1 34,096 20,714 -39.25% 18,133 9,240 -49.04%

十日町市 3 49,820 26,029 -47.75% 24,706 10,972 -55.59%

柏崎市 1 81,526 51,217 -37.18% 45,306 23,810 -47.45%

魚沼市 2 34,483 18,436 -46.54% 17,958 7,577 -57.81%

南魚沼市 2 54,851 35,646 -35.01% 29,813 16,544 -44.51%

湯沢町 1 7,767 5,408 -30.37% 4,080 2,295 -43.75%

上越地区 上越市 2 188,047 127,657 -32.11% 104,127 60,807 -41.60%

-31.70% -41.87%両組合営業地区における生産年齢人口平均減少率

生産年齢（15歳～64歳）人口（人）

全国（1,000人）

下越地区

中越地区

新潟市

両組合営業地区における総人口平均減少率

店舗数
（両組合合計）

総人口（人）

新潟県
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               【両組合営業地区における市町村別事業所数】 

 

         ※出典：新潟県令和 3 年経済センサス活動調査  

※店舗数は店舗内店舗を含めておりません。 

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年 令和3年 増減率

5,578,975 5,844,088 4.75%

47 114,895 108,401 -5.65%

（新潟市全域） 17 36,550 35,640 -2.49%

東区 2 4,939 4,963 0.49%

中央区 5 13,564 12,968 -4.39%

江南区 1 2,908 2,865 -1.48%

秋葉区 2 2,618 2,440 -6.80%

西区 7 5,219 5,238 0.36%

佐渡地区 佐渡市 2 3,804 3,437 -9.65%

村上市 1 3,312 3,083 -6.91%

胎内市 1 1,342 1,259 -6.18%

新発田市 2 4,297 4,070 -5.28%

燕市 3 5,523 5,079 -8.04%

聖籠町 1 624 630 0.96%

弥彦村 1 393 371 -5.60%

三条市 2 5,944 5,764 -3.03%

見附市 1 1,802 1,568 -12.99%

長岡市 4 13,842 12,794 -7.57%

小千谷市 1 1,863 1,692 -9.18%

十日町市 3 3,180 2,835 -10.85%

柏崎市 1 4,179 3,745 -10.39%

魚沼市 2 2,152 1,876 -12.83%

南魚沼市 2 3,426 3,336 -2.63%

湯沢町 1 787 783 -0.51%

上越地区 上越市 2 9,625 9,350 -2.86%

-5.70%

下越地区

中越地区

店舗数
（両組合合計）

両組合営業地区における平均増減率

新潟市

事業所数

全国

新潟県
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【新潟縣信組の基盤的金融サービスに係る収支見込み】 

 2026/3 末 

（実績） 

2027/3 末 

（見込み） 

2028/3 末 2029/3 末 2030/3 末 2031/3 末 2032/3 末 

（見通し） 

①修正資金利益（a-b） 2,674 2,813 2,894 3,020 3,343 3,320 3,320 

 a.資金利益 6,598 5,064 5,026 5,005 5,313 5,393 5,393 

 b.有価証券利息配当金 3,924 2,251 2,132 1,985 1,970 2,073 2,073 

②役務取引等利益 ▲154 ▲65 ▲64 ▲65 ▲65 ▲65 ▲65 

③経費 4,174 4,257 4,238 4,323 4,388 4,395 4,388 

④与信費用 191 120 120 120 120 120 120 

⑤基盤的金融サービス利益 

（①+②-③-④） 
▲1,845 ▲1,629 ▲1,528 ▲1,488 ▲1,230 ▲1,260 ▲1,253 

 

【興栄信組の基盤的金融サービスに係る収支見込み】 

 2026/3 末 

（実績） 

2027/3 末 

（見込み） 

2028/3 末 2029/3 末 2030/3 末 2031/3 末 2032/3 末 

（見通し） 

①修正資金利益（a-b） 187 182 184 189 194 199 199 

 a.資金利益 335 328 331 336 342 347 347 

 b.有価証券利息配当金 148 146 147 147 148 148 148 

②役務取引等利益 ▲3 ▲3 ▲3 ▲2 ▲2 ▲2 ▲2 

③経費 296 290 296 302 308 314 314 

④与信費用 23 10 10 10 10 10 10 

⑤基盤的金融サービス利益 

（①+②-③-④） 
▲135 ▲121 ▲125 ▲125 ▲126 ▲127 ▲127 

 

【両組合合算の基盤的金融サービスに係る収支見込み】 

 2026/3 末 

（実績） 

2027/3 末 

（見込み） 

2028/3 末 2029/3 末 2030/3 末 2031/3 末 2032/3 末 

（見通し） 

①修正資金利益（a-b） 2,861 2,995 3,078 3,209 3,537 3,519 3,519 

 a.資金利益 6,933 5,392 5,357 5,341 5,655 5,740 5,740 

 b.有価証券利息配当金 4,072 2,397 2,279 2,132 2,118 2,221 2,221 

②役務取引等利益 ▲157 ▲68 ▲67 ▲67 ▲67 ▲67 ▲67 

③経費 4,470 4,547 4,534 4,625 4,696 4,709 4,702 

④与信費用 214 130 130 130 130 130 130 

⑤基盤的金融サービス利益 

（①+②-③-④） 
▲1,980 ▲1,750 ▲1,653 ▲1,613 ▲1,356 ▲1,387 ▲1,380 

 

 ※基盤的金融サービスに係る収支見込み（計数）については以下の条件にて算出しております。 

  ①修正資金利益 

    ・資金利益については、人口減少と事業所数の減少を考慮しながらも、今後の政策金利引上げを想定
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し、2027 年度に 2回、2028年度に 1回利上げを実施すると仮定。 

    ・有価証券利息配当金については長期シミュレーションに基づき、概ね横這いにて推移。（2026/3実

績については投信解約益を含めて算出しているものの、以降の予想数値には投信解約益等を含めな

いものとしている） 

  ②役務取引等利益 

    ・実績値には投資事業組合への支払手数料が計上されているためマイナス幅が大きくなっているもの

の、予想数値には同手数料は含めておらず、投資信託販売手数料や生命保険販売手数料等横這いに

て推移。 

  ③経費 

    ・物価上昇を想定し、上昇率 2.0%程度の増加を勘案しつつ、店舗体制の見直しによる減少分を反映。 

  ④与信費用 

    ・過去実績（特殊要因を除く）を勘案し、横這いにて推移。 

 

  上記のとおり、今後の政策金利の引上げ（予想）による金利上昇を勘案すると、修正資金利益は緩やか

に増加していくものの、人口の減少や事業所数減少により上昇幅は限定的となります。基盤的金融サービ

ス利益のマイナス幅は縮小傾向にて推移するものの、人件費・物件費の上昇による経費の増加も予想され

る中で、今後も赤字が継続する見込みとなっております。 

以上より、将来的に基盤的金融サービスの提供維持が困難となる可能性があることから、合併に伴い、

経営基盤強化のための措置を実施することにより、基盤的金融サービス利益の改善・強化を図ってまいり

ます。 

 

 

 

第４ 事業の抜本的な見直しとして実施する経営基盤の強化のための措置の内容及び計画実施地域における

基盤的金融サービスの提供の維持に関する事項 

 

 

１ 組織再編成等の内容 

 

（１）実施しようとする組織再編成等 

 

  両組合は、2025年 8 月 7 日に合併に関する基本協定を締結し、2026 年 11月 24 日を目途とした合併

に向けた協議・検討を進めております。 

  以上から、本件組織再編成は、金融機能強化法 34 条の 10 第 1 項 1 号に掲げる「合併」に該当しま

す。 

  合併により、人的リソースの確保、本部機能並びに営業店の一層の効率化を図り、中小規模事業者

や個人顧客の事業拡大・生活向上、利便性の向上に貢献すべく、経営基盤強化のための措置の実施に

より、基盤的金融サービスの提供を維持し、円滑な資金繰り支援、事業者の再生支援、地方創生への

取組みを更に深化させ、これからも地域社会の発展に貢献してまいります。これにより、安定した営

業基盤の拡充や収益力の向上により、経営環境の変化に対応していくとともに、将来にわたり持続可
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能なビジネスモデルを構築し、組合の企業価値を高めることにより、地域の皆様の期待に応えられる

金融機関を目指してまいります。 

  

（２）実施時期・経営体制（予定） 

   

①名称 

   新潟縣信用組合 

  ②本店所在地 

   新潟県新潟市中央区営所通一番町 302番地 1 

  ③事業内容 

   「中小企業等協同組合法」及び「協同組合による金融事業に関する法律」に基づく、中小零細企

業者、勤労者の経済的地位の向上のため金融サービスの提供 

  ④代表者（理事長） 

     理事長（代表理事） 赤川 新一 （現 新潟縣信用組合 理事長） 

  ⑤資本金等の額 

   出資金 2,490百万円 ※新潟縣信組 2,313 百万円、興栄信組 177 百万円〔2026 年 3 月末〕 

  ⑥合併予定日 

   2026年 11月 24 日 

  ⑦合併の方法 

   新潟縣信組は合併により存続し、興栄信組は合併により解散する。 

  ⑧経営体制（予定） 

   合併後の常勤役員構成 

    理事 11名（常勤役員 8名、非常勤役員 3 名） 

    監事 3 名（常勤監事 1名、非常勤監事 2 名〈うち員外監事 1名〉） 

  ⑨役職員数（2027 年 3月末予定） 

    424名（2組合合算、常勤役員、嘱託含む） 

 

（３）経営の改善の見通し 

    

   ①店舗戦略について 

 

     新潟縣信組は広域型信用組合として、新潟県内全域に 43店舗の店舗網を有しておりますが、興

栄信組の営業地域（新潟市西区〔内野地区、黒埼地区〕、新潟市江南区〔酒屋地区〕）に店舗を

有しておらず、興栄信組の店舗を維持する方向での店舗展開を考えています。ただし、興栄信組

の寺尾支店については、新潟縣信組の寺尾支店と営業エリアが重複していることから、合併後に

新潟縣信組の寺尾東支店の店舗内店舗として統合を計画しています。 

店舗体制の合理化・効率化のため、新たなサテライト店舗化の実施と既にサテライト店として

営業している店舗について合併時に母店となる店舗の変更を計画しています。 

また、興栄信組の営業地域の一部である新潟県燕市に支店を構える新潟縣信組吉田支店の移転

を実施します。移転場所は、興栄信組の主要営業地域である新潟市西区、新潟市西蒲区と燕市を
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結ぶ幹線国道沿いに位置していることから、顧客認知度の向上や顧客利便性の向上を図り、新規

顧客の獲得等の相乗効果が期待されます。 

なお、老朽化店舗の移転も計画しており、店舗運営コストの削減等基盤的金融サービス利益の

向上に資する店舗戦略を実施してまいります。 

 

興栄信組の地盤に新潟縣信組の経営資源を投入することにより、質の高い事業者支援ならびに

金融サービスの提供が可能になるとともに、機器・システムや事務取扱の統一化により経営効率

の向上が図られます。 

  

   ②営業戦略について 

 

新潟縣信組の営業推進は、従来から対面による活動を基軸としており、全店に 94 名の営業係を

配置し、年間約 60,000 先、延べ約 440,000 先の訪問営業を行っています。令和 7 年 11 月に営業

活動マニュアルを改訂し（本格運用は令和 8 年度）、従来からの重点地域を店舗周辺地域中心に

集中させ同地区の訪問営業体制を強化し、併せて職域訪問の強化により、顧客接点の深化と効率

化を図ることとしています。地域に最も近い金融機関としての自覚のもとで顧客と「会う・聴く・

話す」を徹底し、顧客との面談数及び有効面談数の確保を重視して管理しています。加えて、SNS

広告やインターネットの比較サイト掲載、ローン Web 申込等による DX化の推進を進めており、顧

客接点の拡充と業務の合理化、迅速化を図っています。 

各営業店の預貸金を中心とした目標設定については、貸出金重点推進店舗 7 店舗と預金重点推

進店舗を 6 店舗設定して推進しています。なお、昨今は新潟県内の人口減少や事業者の廃業、地

域による資金ニーズの差等が生じており、顧客数と残高の両面から目標設定を行い推進していま

す。 

また、顧客ニーズへの対応や収益の確保の観点から、投資信託、相続信託、生命保険等を中心

とした金融商品の販売にも力を入れております。さらに、顧客課題解決に向けたソリューション

営業（M&A、事業承継、ビジネスマッチング、SDGs アシストサービス、顧客 DX 化等）による資金

ニーズの発掘や手数料収入の獲得に向けて、体制整備に取り組んでいます。 

新潟縣信組では、地方創生への取り組みを積極的に展開しており、新潟県内の隅々に渡り地方

創生への取り組みを浸透させるため、全店を地域ごとの 10グループに編成し、各グループが地域

の特性を踏まえた高密度な営業活動と地域貢献活動を行う SGM（Small Group Management）活動

を展開しています。 
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各グループがソリューション活動（地域課題解決活動）と地域貢献活動（SDGs 活動）における

テーマと活動内容を選定し、各地域におけるお客様の課題解決や SDGs 達成に向けた取り組みを積

極的に推進しています。各グループが選定したテーマに沿って地域や取引先の皆様の課題解決を

目的としたサポート活動を展開することで、地域の自立的好循環に関与し、活動の結果として地域

と新潟縣信組のＷｉｎ-Ｗｉｎにつながる取り組みを目指して活動を展開しています。 

合併後においても興栄信組の営業地域にこれらの活動を浸透させ、地方創生への取り組みを通

し、地域と新潟縣信組、お客様と新潟縣信組の繋がりを一層深め、地域での存在感を高めてまいり

ます。 

以上、新潟縣信組の営業推進の特徴を踏まえ、両組合合併後の営業戦略については、興栄信組の

営業地域は、当組合と重複しない地域が多く、新潟縣信組のシェアや顧客数の増加に大きく寄与す

るものと考えます。合併後の興栄信組の店舗の営業人数を増員し、顧客接点の拡充を図り、預金吸

収と人的資源の要因により不十分であった「課題解決型のソリューション営業」（M&A、事業承継、

ビジネスマッチング、SDGsアシストサービス、顧客 DX化等）による融資ニーズの発掘や新たな手

数料収入の確保により、更なるシェアの拡大と収益力の拡大を図ってまいります。 

    興栄信組の営業地域は以下の特色を有しております。これらの地域に、新潟縣信組の営業戦略

を展開し、商品・ノウハウ等の経営資源を投入することで、質の高い事業者支援や金融サービス

の提供に加え、営業基盤の拡充や収益力の向上が図られることにより、将来にわたり持続可能な

ビジネスモデルの構築が可能となります。 

 

   ア．内野地区（本店） 

    ㋐地域の特徴 

      営業エリアの世帯数 19,895 世帯（前年比＋62 世帯）人口 41,153 人（前年比▲205 人）（令

和 7年 12月末現在） 

      店舗は新潟市西区の JR越後線内野駅、内野四ツ角を中心とした商店街に位置しています。エ
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リア内には小学校 5 校、中学校 2 校、高校 2 校、大学 1 校があります。エリア郊外は住宅地で

あり、給与所得者が多く、新潟大学五十嵐キャンパス周辺の学生アパートは入居需要が高く、

ハウスメーカーが積極的に営業展開しています。 

    ㋑顧客層の特徴 

      エリア内の事業所上位 5 業種は、卸小売業、その他サービス業、娯楽業、建設業、飲食業の

順となっています。既存取引先業種別貸出状況では、不動産業、金融業・保険業、卸小売業、

建設業、その他サービス業の順となっています。 

      融資人格別状況（構成比）は、個人が 40.3％ 法人が 59.7％となっています。（令和 7年 12

月現在、残高ベース） 

    ㋒地域特性を活かした営業戦略 

      当該地区は、新潟市（北区、東区、中央区、江南区、秋葉区、南区、西区、西蒲区）の中で

も、中央区に次いで 2 番目に人口の多い西区における主要地域の一つであり、エリア郊外の住

宅地に対しては新潟縣信組の有する住宅ローンを含めた個人ローン商品を中心としたメイン化

推進により、取引先世帯の増加が見込めます。ライフステージに応じた新潟縣信組の商品構成

を最大限ＰＲし、収益性の高い消費性資金の取り込みに注力致します。 

      また、西区は事業所数が増加している地区であり、事業先に対しては、新潟縣信組が有する

「課題解決型ソリューション営業」（Ｍ＆Ａ、事業承継、ビジネスマッチング、ＳＤＧｓアシ

ストサービス、顧客ＤＸ化等）の強化により、事業者の課題解決に向けた資金需要の掘り起こ

しと事業者との関係強化を図り、メイン先事業所の増加と新潟縣信組の収益増強、更には地方

創生に向けた取り組みを進めてまいります。 

 

   イ．赤塚地区（赤塚支店） 

㋐地域の特徴 

営業エリアの世帯数 3,127 世帯（前年比＋4世帯）人口 7,645人（前年比▲105人）（令和 7

年 12月末現在） 

    店舗は新潟市西区の最西に位置し、佐潟公園等の観光資源があることが特徴です。農業は畑

作中心であり、加工用大根は全国でも有数の産地となっています。その他の畑作品目について

は、スイカ、メロン、ネギ、サツマイモ、小松菜、葉タバコが挙げられます。エリア内には小

学校 2 校、中学校 1 校、大学 1 校があり、新潟国際情報大学の生徒については、実家からの通

学圏の割合が多く、大学周辺の学生向けアパートは空室が目立っている状況となっています。 

    ㋑顧客層の特徴 

      エリア内事業所上位 5 業種は、建設業、卸小売業、その他サービス業、医療福祉業、製造業

の順となっています。既存取引先業種別貸出状況では、製造業、建設業、不動産業、卸小売業、

農業の順となっています。 

      融資人格別状況（構成比）は、個人 52.7％ 法人 47.3％となっています。（令和 7 年 12 月

現在、残高ベース） 

     ㋒地域特性を活かした営業戦略 

農業を営む事業者が比較的多く、興栄信組が持つ農業事業者向け融資のノウハウと新潟縣信

組が持つ「課題解決型ソリューション営業」を掛け合わせ、地域振興による地域の活性化を図

ってまいります。 
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また、同地域にある新潟国際情報大学は、新潟縣信組と令和 7年 10月に包括連携協定を締結

しており、学術と金融をつなぐことで環境・社会問題の解決を導くとともに、地域貢献や社会

貢献につなげることによる持続可能な地域社会の発展を目指して各種取り組みを進めておりま

す。こうした関係性も活かしつつ、地域における新潟縣信組の存在感を高め、ひいては取引先

拡大に資するよう深度のある取り組みを進めてまいります。 

 

   ウ．寺尾地区（寺尾支店） 

㋐地域の特徴 

営業エリアの世帯数 29,480 世帯（前年比＋56 世帯）人口 61,807 人（前年比▲497 人）（令

和 7年 12月末現在） 

店舗は新潟市西区の中心に位置し、店舗近隣には新潟市西区役所があります。JR寺尾駅周辺

には住宅街が広がり、幹線道路（西大通）沿いには、スーパーマーケット、飲食店が並び、国

道 8 号線亀貝インターチェンジ周辺には、大型ショッピング施設が充実し、周辺には住宅地も

形成され、住宅およびアパート新築数も多くなっています。エリア内には小学校 5 校、中学校

4校、高校 2校、短期大学 2校があります。 

店舗周辺エリアの沿線（新潟・亀田内野線）は、能登半島地震における大規模被災地区とな

っています。 

    ㋑顧客層の特徴 

   エリア内事業所上位 5 業種は、卸小売業、その他サービス業、娯楽業、医療福祉業、飲食業

の順となっています。既存取引先業種別貸出状況では、不動産業、その他サービス業、飲食業、

教育・学習支援業、建設業の順となっています。 

      融資人格別状況（構成比）は、個人 69.4％ 法人 30.6％となっています。（令和 7 年 12 月

現在、残高ベース） 

    ㋒地域特性を活かした営業戦略 

      両組合の営業エリアが一部重複するエリアであるものの、興栄信組の顧客に対する新潟縣信

組の商品・支援メニューの展開により、顧客利便性と顧客満足度の向上を図り、個人預金の取

り込みおよび金融商品等の販売強化を通した手数料収入の増加等により同地域での収益増強を

図ってまいります。 

 

   エ．大野地区（大野支店） 

㋐地域の特徴 

営業エリアの世帯数 19,368 世帯（前年比＋36 世帯）人口 44,429 人（前年比▲500 人）（令

和 7年 12月末現在） 

店舗は大野町商店街に位置しており、国道 8 号線沿いを中心に大型店の出店が進み、商業圏

は山田・寺地地区が中心となっています。商店街は後継者不足等により衰退が進み、若年層を

主として人口の流れも山田・寺地地区へ移行しています。エリア内には小学校 5 校、中学校 2

校、高校 1校があります。 

農村地区では地元の特産物「黒埼茶豆」を生産しており、農業が盛んな地域です。 

    ㋑顧客層の特徴 

   エリア内事業所上位 5 業種は、卸小売業、建設業、その他サービス業、娯楽業、医療・福祉
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の順となっています。既存取引先業種別貸出状況では、不動産業、建設業、卸小売業、その他

のサービス業、農業となっています。 

      融資人格別状況（構成比）は、個人 78.2％ 法人 21.8％となっています。（令和 7 年 12 月

現在、残高ベース） 

    ㋒地域特性を活かした営業戦略 

      人口が流入している地域である山田、寺地地区に対して、個人ローン商品を中心とした世帯

メイン化の取り組みを中心に、新潟縣信組の持つ預金・金融商品等を積極的に展開することに

より、地域における存在感を高めてまいります。 

      また、同地域の農村地区においては、全国的にも有名な銘柄商品を生産している地域でもあ

り、地域の特性と地域が抱える課題について新潟縣信組が持つ「課題解決型ソリューション営

業」（事業承継、ビジネスマッチング、販路開拓）を活用し、更なる地域振興を図ってまいり

ます。 

 

   オ．酒屋地区（酒屋支店） 

㋐地域の特徴 

営業エリアの世帯数 5,374 世帯（前年比＋52世帯）人口 13,163人（前年比▲139人）（令和

7年 12月末現在） 

店舗は旧新潟市の南端にある両川地区に位置し、信濃川と阿賀野川の合流地点である酒屋町

を中心に両川地区には 9 つの集落があります。人口、事業所数は減少傾向にありますが、世帯

数は僅かですが増加しています。エリア内には小学校 1 校、中学校 1 校があり、少子化、生徒

数の減少により、平成 22 年に酒屋小学校、割野小学校が統合され、新たに両川小学校として開

校しました。 

両川地区については、全域が市街化調整区域となりますが、平成 27年に「新潟市開発行為等

の許可の基準に関する条例」により、酒屋町の一部地域で店舗・併用住宅・共同住宅の建設が

可能となりました。 

農業世帯は比較的多くありますが、後継者難という課題を抱えています。 

    ㋑顧客層の特徴 

   エリア内事業所上位 5 業種は、卸小売業、建設業、その他サービス業、娯楽業、医療・福祉

の順となっています。既存取引先業種別貸出状況では、その他の産業、不動産業、卸小売業、

建設業、農業の順となっています。 

      融資人格別状況（構成比）は、個人 52.9％ 法人 47.1％となっています。（令和 7 年 12 月

現在、残高ベース） 

    ㋒地域特性を活かした営業戦略 

      農業を営む世帯が多い中で、後継者難という課題を抱えており、興栄信組が持つ農業事業者

向け融資のノウハウと新潟縣信組が持つ「課題解決型ソリューション営業」を活用し、地域課

題の解決に取り組むとともに、個人先を中心として個人ローンの推進と個人預金の取り込みを

並行推進し、加えて金融商品等の積極展開により、手数料収入の増加等収益増強を図ってまい

ります。 
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２ 計画実施地域における基盤的金融サービスの提供の維持に向けた経営基盤の強化のための措置の内容 

 

（１）経営基盤の強化のための措置の概要及び実施時期 

 

措置の名称 実施予定時期 措置の概要 見込まれる効果の概要 
資金 

交付 

① 

システム改

修 

2027 年 2 月 本支店ネットワークサーバの更改 ・ネットワーク環境を統一し、サーバ

ＯＳ、パソコンＯＳ等の最新化により

セキュリティ強化を図る。 

〇 

2027 年 1 月 ＷＥＢ会議システム（LiveOn）サー

バの更改 

合併に伴う使用店舗の追加対応とサ

ーバ OS 最新化によりセキュリティ強

化を図る。 

〇 

2027 年 2 月 税公金イメージ処理システム更改 合併に伴う店舗追加対応とアプリケ

ーション最新化によりセキュリティ

強化を図る。 

〇 

② 

機器・装置導

入 

2027 年 1 月 オープン出納機の導入 窓口出納事務の統一化。興栄信組 5 店

舗に導入。 
〇 

2027 年 3 月 鍵管理機の導入・更改 日常的に使用する重要鍵の管理・保管

方法の統一化。データ管理の統一化の

ため合併後の全店舗統一仕様とする。 

〇 

2027 年 2 月 紙幣計算機 出納事務の統一化、事務処理の均一化

及び時間コストの削減を図る。 
〇 

2027 年 1 月 デジタルサイネージの導入 顧客への情報発信、店舗掲示物のスリ

ム化等事務コストの削減及び顧客利

便性の向上のため、導入済みの新潟縣

信組の対応に統一化する。 

〇 

2027 年 1 月 ＦＡＸ・コピー機の更改 興栄信組店舗使用機について新潟縣

信組と統一仕様とする。（スキャナ機

能、ペーパレス機能追加） 

〇 

2027 年 2 月 本人確認書類真贋判定機の導入 事務処理の平準化。既に導入済みの一

部店舗との全店統一化。 
〇 

2027 年 1 月～

2030 年 3 月 

窓口受付システム（発券機）の導入 窓口受付事務の平準化。既に導入済み

の興栄信組店舗との統一化。 
〇 

2027 年 1 月～

2030 年 3 月 

自動精査現金バスの導入 導入済みの新潟縣信組一部店舗との

事務処理統一化。 
〇 

2027 年 1 月～

2030 年 3 月 

通帳・証書管理機の導入 重要書類管理の厳格化。事務処理の効

率化。合併により管理方法の統一化を

図る。 

〇 
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2027 年 6 月 債権書類管理システムの導入 合併により増加する債権書類管理の

事務効率化・厳格化。合併により管理

方法の統一化を図る。 

〇 

③ 

店舗統廃合

関連 

 

2026 年 4 月 興栄信組寺尾支店：興栄信組本店を

母店としてサテライト店舗に移行 

店舗網を維持したなかで、新潟縣信組

の経営資源を投入し、興栄信組の顧客

に対する金融サービスの充実を図る。 

 

2026 年 11 月 興栄信組酒屋支店：新潟縣信組荻川

支店を母店としてサテライト店に

移行（現状は興栄信組大野支店のサ

テライト店舗） 

 

2026 年 11 月 興栄信組本店を内野支店に名称変

更。 
 

2026 年 11 月 興栄信組寺尾支店を寺尾中央支店

に名称変更 
 

2026 年 12 月 新潟縣信組吉田支店を移転 

新潟縣信組吉田東支店を新潟縣信

組吉田支店の店舗内店舗に移行 

店舗の効率化により創出した人員を

営業係として配置し、質の高い事業者

支援、金融サービスの提供を図る。 

 

 

2027 年 4 月 旧興栄信組寺尾支店を新潟縣信組

寺尾東支店の店舗内店舗に移行 
〇 

2027 年 7 月 旧興栄信組大野支店を移転 

〇 

2027 年 9 月 旧興栄信組赤塚支店を移転 

内野支店を母店としてサテライト

店に移行 

〇 

2030 年 旧興栄信組本店を移転 

〇 

2027 年 4 月～ 

2032 年 3 月 

店舗統廃合に伴う旧店舗等の解体 

〇 

④ 

合併関連対

応 

 

2027 年 4 月 

2027 年 7 月 

2027 年 9 月 

2030 年 

看板の付け替え 

寺尾中央支店の店舗内店舗 

大野支店の移転 

赤塚支店の移転 

内野支店（旧興栄信組本店）の移転 

統一仕様により顧客への認知を高め

るとともに、ブランド力向上を図る。 

統一仕様による一元管理により管理

コストの削減を図る。 

〇 

 

（２）経営基盤強化のための措置の内容 

 

  ① システム改修 

    両組合が使用する基幹システムに関しては、信用組合業界で設立した共同センターである「信

組情報サービス株式会社：SKC」に加盟していることから基幹システムの統合はありません。 

    しかしながら、ネットワーク環境については統一する必要があることから、新潟縣信組の本支
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店ネットワークサーバを更改し、合併による店舗数および職員数の増加に対応するとともに、サ

ーバＯＳ・パソコンＯＳ等の最新化によりセキュリティ強化を図ります。また、内部 LAN などの

両組合の情報システムは合併後の安定運用とセキュリティ面を考慮し、新潟縣信組の使用環境に

統一するものとして統合を行います。 

     

  ② 機器・装置導入 

    店舗管理および出納事務を統一化するための機器（オープン出納機、鍵管理機、紙幣計算機、

自動精査現金バス）について、興栄信組の各店舗および新潟縣信組の未設置店舗への導入を計画

しております。 

    お客様への情報発信および店舗掲示物のスリム化等のために新潟縣信組で導入しているデジタ

ルサイネージについて、興栄信組の店舗への導入を計画しております。 

    また、両組合における事務処理平準化のため、一部店舗に導入している本人確認書類真贋判定

機の全店舗への導入や窓口受付システム（発券機）の導入を計画しております。 

    更に、通帳・証書等の重要書類管理について合併に伴いそれぞれの管理方法を統一化するため

通帳・証書管理機を導入する他、合併による増加する債権証書管理についても管理方法の統一化

を図るべく債権書類管理システムの導入を計画しております。 

 

  ③ 店舗統廃合関連 

    両組合において一部営業エリアが重複する店舗があることから、顧客の利便性等の維持に配慮

したうえで、以下の店舗施策を実施し、業務の効率化を進めてまいります。なお、一部の店舗に

ついては、店舗設備の老朽化や駐車場の確保等により、店舗の移転を計画しております。 

 

  【実施を予定している店舗政策等について】 

①2026年度（2026年 11 月）    興栄信組酒屋支店（現興栄信組大野支店のサテライト店を  

新潟縣信組荻川支店のサテライト店舗に移行 

 

＜合併後＞ 

   ②2026 年度（2026 年 12 月）   興栄信組の営業地域の一部である新潟県燕市の営業強化と効

率的な店舗配置のため新潟縣信組吉田支店を移転 

                   同時に新潟縣信組吉田東支店を新潟縣信組吉田支店の店舗内

店舗に移行 

③2027年度（2027年 4月予定）   旧興栄信組寺尾支店を新潟縣信組寺尾東支店の店舗内店舗 

に移行 

④2027年度（2027年 7月予定）   旧興栄信組大野支店を移転 

   ⑤2027年度（2027 年 9月予定）    旧興栄信組赤塚支店を移転 

                    内野支店を母店としてサテライト店に移行 

   ⑥2030年度（2030 年 12月予定）  旧興栄信組本店を新築移転 

     

   経営の効率化に向けた店舗体制の見直しについては、合併前に興栄信組 1 店舗をサテライト店舗

化（令和 8 年 4 月実施済み）、合併時に既存サテライト店舗における母店の変更、合併後には 2 店
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舗の店舗内店舗化を予定しております。また、合併により営業エリアが重複する一部店舗の配置を

見直し、店舗配置の効率化を図るため 4 店舗の店舗移転を計画しております。 

   合併に伴い本部機能の集約・強化を図るとともに、営業人員の増加を前提とした営業体制の強化

が図られることにより、新潟縣信組の営業力（ノウハウ・情報）を興栄信組の営業地域に浸透させ、

事業者にとってはコンサルティング機能の発揮による本業支援や課題解決支援の充実、個人の顧客

への質の高い、きめ細かな金融サービスの提供が可能となります。 

合併により双方の持てる力を合わせて、更なる地域の活性化に努めてまいります。 

   

   ④ 合併関連対応 

     合併に伴い興栄信組各店舗の看板の付け替え、ＡＴＭコーナー等の各種案内表示について新潟縣

信組と同様の仕様への変更が必要であることから、看板等付け替え費用として計上しております。 

 

３ 経営基盤の強化のための措置の実施により得られると見込まれる経営の改善により計画実施地域にお

ける基盤的金融サービスの提供の維持が図られることを示す事項 

 

（１）合併により得られる効果 

 

新潟縣信組は広域型信用組合として、新潟県内全域に 43 店舗の店舗を有しておりますが、興栄信組

の営業地域（新潟市西区 内野地区）に店舗を有しておりません。合併による両組合の組織の再編、人

員の最適化、業務効率化により創出した人員を興栄信組の営業地域に配置し、新潟縣信組が持つ経営

資源やノウハウを最大活用することにより、興栄信組が有する顧客に対し、質の高い事業者支援やき

め細かな金融サービスの提供が可能になります。このように、合併により見込まれるシナジー効果と

して、顧客への訪問を主体とした、いわゆる「足で稼ぐ営業」により、地域の隅々まで行き渡るきめ

細かな営業活動を展開し、業容の拡大、顧客数の増加によるトップラインの更なる積み上げにつなげ

てまいります。 

 

（２）合併によるシナジー効果 

   

  生産年齢人口の減少や事業所数の減少等の影響により、基盤的金融サービス利益は赤字基調での推

移が見込まれますが、合併に伴うシナジー効果を最大限発揮することにより、基盤的金融サービスに

係る収支の改善を図り、地域に対して安定的かつ持続的な基盤的金融サービスの提供に努めてまいり

ます。 

 

  ①トップラインシナジー 

   合併による新潟縣信組と興栄信組の人財の融合により、「足で稼ぐ営業」を営業地域の隅々まで

行き渡らせ、興栄信組の顧客に対し、興栄信組が有する情報を基に、事業先顧客に対しては、新潟

縣信組が有する「課題解決型ソリューション営業」の展開により、新たな資金需要の掘り起こしと

事業者との関係強化を図ります。個人顧客に対しては、住宅ローンを含めた個人ローン商品を中心

としたメイン化推進による取引先の裾野の拡大により、資金利益の増加を見込んでおります。 

   また、興栄信組が取り扱っていない金融商品（投資信託等）を興栄信組営業地域に展開すること
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により、手数料収入の増加を図り、トップラインの更なる積み上げを図ってまいります。 

  ②コストシナジー 

   店舗網は維持することを念頭に、店舗内店舗化の実施およびサテライト店舗化の実施等により効

率的な店舗運営を行い、人員の効率的配置や最適化に取り組み、トップラインの押し上げを図ると

ともにコストシナジーの発揮も見込んでおります。 

   また、システム・機器類の導入・統一化により、業務の共通化および業務の効率化が図られる点

についてもコストシナジー効果として見込んでおります。 

  ③ディスシナジー 

   合併に伴い改修・更改が必要なシステム、管理方法の統一化や事務処理の統一化に必要な機器類

の導入等合併年度である 2026年度から発生し、コストが先行する見通しとなっております。 

   また、合併により生じる看板の設置、通帳・証書類の増刷等一時的に発生する費用についてディ

スシナジーとして見込んでおります。 

 

（３）基盤的金融サービスに係る収支の改善 

   第３の３に記載のとおり、両組合がそれぞれの事業を継続していく場合、基盤的金融サービス利

益に係る収支は赤字基調での推移が見込まれておりますが、合併による経営基盤の強化のための措

置を講じることで、シナジー効果発揮による基盤的金融サービスに係る収支の改善を図ります。合

併後のシナジー効果を考慮した基盤的金融サービス利益の推移は下表のとおり計画しております。 

   合併により、資金利益（有価証券利息配当金を除く）はシナジー効果により増加を見込む一方、

システム改修や経営基盤の強化のための措置に伴う経費支出の先行により、合併年度およびその次

年度は経費の増加を余儀なくされるものの、2029/3 期以降は経営基盤強化のための措置によるプラ

スシナジーが発揮され始めることから、基盤的金融サービス利益は改善に向かうことが見込まれま

す。計画終期においても基盤的金融サービス利益は赤字となるものの、計画始期に比べて赤字幅は

改善を見込んでおり、計画期間以降も基盤的金融サービスの持続的・安定的な提供を可能とするも

のです。合併によるシナジー効果は、トップラインシナジー効果として 388 百万円（役務取引等利

益含む）、コストシナジー効果として 142 百万円、全体のシナジー効果は 530 百万円を見込んでお

ります。 

   計画期間中においては赤字の解消にまでは至らないものの、概ね 6 割程の改善を見込んでおりま

す。計画期間後も、「課題解決型ソリューション営業」の強化により更なるトップラインの積み上

げと店舗運営の効率化によるコストシナジーの発揮により、計画期間終了後 3年間（2035/3 末）で

の黒字化を予定しております。経営基盤の強化のための措置の実施により得られる効果を最大限発

揮し、経営基盤の強化を推し進めてまいります。 

 

   なお、両組合が経営基盤の強化のための措置等の各種施策を講じることによって、お客様の利便性

の著しい低下や貸出金利の不当な引上げ等を目指すものではないことから、お客様の利益を不当に

害するおそれがあるものではございません。また、交付された資金については、２（１）（２）に

掲げる経営基盤強化のための措置の実施に充てられるものであり、その他の用途に用いることは一

切予定しておりません。 
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   【基盤的金融サービス利益の推移】 

   【合併後の両組合合算】 

 2026/3 末 

（実績） 

2027/3 末 

（見込み） 

2028/3 末 2029/3 末 2030/3 末 2031/3 末 2032/3 末 

（見通し） 

①修正資金利益（a-b） 2,861 2,995 3,078 3,268 3,674 3,753 3,875 

 a.資金利益 6,933 5,392 5,357 5,382 5,772 5,946 6,068 

 b.有価証券利息配当金 4,072 2,397 2,279 2,114 2,098 2,193 2,193 

②役務取引等利益 ▲157 ▲68 ▲65 ▲65 ▲55 ▲45 ▲35 

③経費 4,470 4,547 4,737 4,597 4,598 4,570 4,560 

④与信費用 214 130 130 130 130 130 130 

⑤基盤的金融サービス利益 

（①+②-③-④） 
▲1,980 ▲1,750 ▲1,854 ▲1,524 ▲1,109 ▲992 ▲850 

⑥基盤的金融サービス利益（シ

ナジー効果前） 
  ▲1,653 ▲1,613 ▲1,356 ▲1,387 ▲1,380 

⑦シナジー効果差分 

（⑤-⑥） 
  ▲201 89 247 395 530 

 

 

 

第５ 中小規模の事業者に対する金融の円滑化その他の計画実施地域における経済の活性化に資する方策 

 

 

１ 中小規模の事業者に対する金融の円滑化その他の計画実施地域における経済の活性化に資するための

方針 

 

新潟縣信組は新潟県内の中小零細企業の顧客を中心とした経営基盤を築いており、地元中小零細企

業に対する金融円滑化の施策は最重要課題として認識しております。新潟縣信組では、「地元を見つ

め、地元とともに歩み、地元の発展にベストをつくします」を経営理念に掲げ、従来から地域の皆さ

まに最も身近な金融機関として大きな信頼をいただき、地域に根ざした経営に努めてまいりました。 

   新潟県内は、令和 6年 1 月 1日に発生した能登半島地震の復旧工事を中心に公共投資が増加し、「佐

渡島の金山」の世界文化遺産登録を受けて観光需要が拡大した一方で、人口減少や高齢化、物価上昇

や物流問題を背景としたコスト増加や人手不足、後継者不在の問題が喫緊の課題であることを踏まえ、

地域密着型金融の取り組みと金融仲介機能の発揮に取り組んでおります。 

   新潟縣信組は中小企業の経営改善、地域活性化への取り組みを強化するため、平成 15年度より「企

業支援チーム」を組成し、事業者が抱える課題やライフステージに応じた金融仲介機能を発揮すると

ともに、新潟県中小企業診断士協会や外部専門家、中小企業活性化協議会等と連携することでコンサ

ルティング機能を発揮していく方針としております。 
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【新潟縣信組の特徴的な取り組み】 

①企業支援活動 

      中小零細企業のお客様の経営改善支援や事業再生支援への取り組みを強化することを目的とし

て、平成 15年度より企業支援チームを組成し、企業支援活動に取り組んでおります。企業支援チ

ームは中小企業診断士の職員などで構成しており、令和 7年度は審査管理部 3名（うち、中小企業

診断士 3 名）を配置し、企業支援活動にかかる営業店のサポートや外部専門家との連携により、課

題解決支援に取り組んでおります。 

②けんしんビジネスパートナーシップ 

     平成 28年度より、一般社団法人新潟県中小企業診断士協会と連携した経営相談サービスを実施

しております。本取り組みは同協会に登録済みの中小企業診断士による訪問型の経営相談サービ

スであり、全 2 回の面談のうち、当組合が費用の半分を負担する特徴があります。経営改善の入

口とし対象企業の経営総合診断等の目的で活用しております。 

③各種セミナーの開催 

     事業承継、新規創業支援による地域課題解決への取り組みとして、「事業承継セミナー」およ

び「創業アカデミー」を毎年開催しております。事業承継セミナーでは事業承継・引継ぎ支援セ

ンターおよび日本政策金融公庫と連携して新潟県内各地（令和 7 年度は 3 会場）で開催いたしま

した。 

創業アカデミーは、よろず支援拠点と協力し「財務」「販路開拓」「人材育成」「経営」の 4つ

のテーマで開催しています。創業アカデミー全講座の受講完了者には新潟市等（新潟市・三条市・

長岡市・燕市・佐渡市・村上市・南魚沼市・小千谷市）、各市町村における法人設立時の登録免

許税軽減措置等のメリットが享受できる取り組みとなっており、行政と連携して創業者の支援を

行っております。 

④知財金融への取り組み 

     適切な事業性評価による担保・保証に依存しない取り組みの推進を目的として、知的財産に注

目した取り組みを行っています。令和 6 年度に INPIT 新潟県知財総合支援窓口と包括連携協定を

締結し、知財金融への取り組みを開始しました。お客様向けセミナーによる啓蒙活動と目利き力

向上を目的とした職員向けセミナーの開催、知財金融を進めるためのツール整備として事業性評

価シートの改正を行い、支援体制の構築に取り組んでいます。令和 8 年度は「中小企業等知的財

産支援地域連携促進事業費補助金」を活用により、更に知財金融への取り組みの強化を図ります。 

 

 

 

❶【事業性評価の取り組み件数】 

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

事業性評価に基づく融資を行っ

ている与信先数
286先 472先 480先 490先 500先 500先 510先 510先 520先 520先 520先 520先 530先 530先 530先

事業性評価に基づく融資を行っ

ている融資残高
368億 913億 950億 975億 1,000億 1,000億 1,015億 1,015億 1,030億 1,030億 1,030億 1,030億 1,050億 1,050億 1,050億

期末債務者数 3,625先 4,042先 4,050先 4,100先 4,150先 4,150先 4,200先 4,200先 4,250先 4,250先 4,250先 4,250先 4,300先 4,300先 4,300先

債務者数に占める割合 7.89% 11.68% 11.85% 11.95% 12.05% 12.05% 12.14% 12.14% 12.24% 12.24% 12.24% 12.24% 12.33% 12.33% 12.33%

2025年度

（実績）

2024年度

（実績）

2023年度

（実績）
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❷【創業支援】 

 
❸【成長支援】 

 

❹【経営改善支援】 

 

❺【事業承継支援】 

 

 

興栄信組は、新潟市・燕市（旧燕市を除く）・西蒲原郡を営業区域とし、地域に根差した金融機関と

して、「地域のもの」「地域を大切にし、そして奉仕する」「地域とともに発展する」を経営理念に掲

げ、地域の活性化に欠かせない中小・小規模事業者等に対して事業の発展のための金融の円滑化に努め

てまいりました。 

人口減少や高齢化が進む中、新型コロナウイルス感染症の流行を機に、原材料髙、物価高騰も相まっ

て、中小・小規模事業者の経営状況は一段と厳しいものとなっております。様々な経営課題に対して協

同組織金融機関として外部支援機関との連携を図り、取引先の経営改善・事業再生および事業承継に向

けた支援に取り組む方針としております。 

 

【興栄信組の特徴的な取り組み】 

①企業支援活動 

取引先事業者の事業継続に向けた経営改善支援および事業再生支援への取り組みにおいて、主

に 新潟県信用保証協会、新潟県活性化協議会、よろず支援拠点との連携を強化し、取り組んで

おります。 

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

新潟縣信用組合が関与した創業

件数（総数）
45件 61件 61件 31件 61件 32件 65件 34件 68件 35件 70件 35件 70件 35件 70件

新潟縣信用組合が関与した第二

創業件数（総数）
25件 31件 31件 16件 32件 16件 33件 17件 34件 17件 35件 17件 35件 17件 35件

期末債務者数 3,625先 4,042先 4,050先 4,100先 4,150先 4,150先 4,200先 4,200先 4,250先 4,250先 4,250先 4,250先 4,300先 4,300先 4,300先

債務者数に占める創業割合 1.24% 1.51% 1.51% 0.76% 1.47% 0.77% 1.55% 0.81% 1.60% 0.82% 1.65% 0.82% 1.63% 0.81% 1.63%

債務者数に占める第二創業割合 0.69% 0.77% 0.77% 0.39% 0.77% 0.39% 0.79% 0.40% 0.80% 0.40% 0.82% 0.40% 0.81% 0.40% 0.81%

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

2025年度

（実績）

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

無担保融資先数 2,780先 2,744先 2,780先 2,790先 2,790先 2,790先 2,790先 2,800先 2,800先 2,800先 2,800先 2,810先 2,810先 2,810先 2,810先

無担保融資残高 370億 364億 370億 372億 372億 372億 372億 375億 375億 375億 375億 377億 377億 377億 377億

期末債務者数 3,625先 4,042先 4,050先 4,100先 4,150先 4,150先 4,200先 4,200先 4,250先 4,250先 4,250先 4,250先 4,300先 4,300先 4,300先

債務者数に占める割合 76.69% 67.89% 68.64% 68.05% 67.23% 67.23% 66.43% 66.67% 65.88% 65.88% 65.88% 66.12% 65.35% 65.35% 65.35%

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

2025年度

（実績）

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

条件変更総数 272先 258先 360先 182先 365先 185先 370先 185先 370先 185先 370先 185先 370先 185先 370先

好調先 3先 3先 3先 1先 3先 2先 5先 2先 5先 2先 5先 2先 5先 2先 5先

順調先 36先 34先 35先 17先 18先 19先 38先 20先 40先 20先 40先 20先 40先 20先 40先

不調先 7先 7先 7先 3先 7先 3先 7先 3先 6先 2先 5先 2先 5先 2先 5先

期末債務者数 3,625先 4,042先 4,050先 4,100先 4,150先 4,150先 4,200先 4,200先 4,250先 4,250先 4,250先 4,250先 4,300先 4,300先 4,300先

債務者数に占める条件変更総数

の割合
7.50% 6.38% 8.89% 4.44% 8.80% 4.46% 8.81% 4.40% 8.71% 4.35% 8.71% 4.35% 8.60% 4.30% 8.60%

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

2025年度

（実績）

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

事業承継支援先数（総数） 10先 3先 5先 4先 8先 4先 8先 5先 10先 5先 10先 6先 13先 6先 13先

期末債務者数 3,625先 4,042先 4,050先 4,100先 4,150先 4,150先 4,200先 4,200先 4,250先 4,250先 4,250先 4,250先 4,300先 4,300先 4,300先

債務者数に占める割合 0.28% 0.07% 0.12% 0.10% 0.19% 0.10% 0.19% 0.12% 0.24% 0.12% 0.24% 0.14% 0.30% 0.14% 0.30%

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

2025年度

（実績）
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  ❶【事業性評価の取り組み件数】 

 

❷【創業支援】

 

 

❸【成長支援】 

 

❹【経営改善支援】 

 

❺【事業承継支援】 

 

 

 

 

 

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

事業性評価に基づく融資を行っ

ている与信先数
0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先 0先

事業性評価に基づく融資を行っ

ている融資残高
0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億 0億

期末債務者数 337先 331先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先

債務者数に占める割合 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

2025年度

（実績）

2024年度

（実績）

2023年度

（実績）

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

興栄信用組合が関与した創業件

数（総数）
1件 1件 2件 1件 2件 1件 2件 1件 2件 1件 3件 1件 3件 1件 3件

興栄信用組合が関与した第二創

業件数（総数）
0件 0件 0件 0件 1件 0件 1件 0件 1件 1件 2件 1件 2件 1件 2件

期末債務者数 337先 331先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先

債務者数に占める創業割合 0.30% 0.30% 0.62% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62% 0.31% 0.92% 0.31% 0.92% 0.31% 0.92%

債務者数に占める第二創業割合 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.31% 0.00% 0.31% 0.00% 0.31% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62%

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

2025年度

（実績）

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

無担保融資先数

無担保融資残高

期末債務者数 337先 331先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先

債務者数に占める割合 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

2025年度

（実績）

未集計

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

条件変更総数 103先 82先 71先 35先 70先 35先 70先 35先 70先 35先 70先 35先 70先 35先 70先

好調先 0先 1先 0先 0先 1先 0先 1先 0先 1先 1先 2先 1先 2先 1先 2先

順調先 0先 3先 3先 1先 3先 1先 3先 1先 4先 2先 5先 2先 5先 2先 5先

不調先 1先 1先 1先 0先 1先 0先 1先 0先 1先 0先 1先 0先 1先 0先 1先

期末債務者数 337先 331先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先

債務者数に占める条件変更総数

の割合
30.56% 24.77% 21.85% 10.77% 21.54% 10.77% 21.54% 10.77% 21.54% 10.77% 21.54% 10.77% 21.54% 10.77% 21.54%

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

2025年度

（実績）

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

事業承継支援先数（総数） 0先 0先 0先 1先 2先 1先 2先 1先 2先 1先 2先 1先 2先 1先 2先

期末債務者数 337先 331先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先 325先

債務者数に占める割合 0.00% 0.00% 0.00% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62% 0.31% 0.62%

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

2025年度

（実績）
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【両組合合算】 

 

※期末債務者数は、「法人（財団・団体含む）」「個人事業主」の数といたします。（「地方公共団体」、「公社・公団」、

「個人（住宅・消費）」は含まず） 

 

２ 中小規模の事業者に対する信用供与その他の基盤的金融サービスの実施体制の整備のための方策 

   

新潟縣信組は、店舗長や渉外担当によるフェイス・トゥ・フェイスによる訪問活動を基本として、顧

客へのコンサルティングサービスの提供や資金繰り相談等の円滑な信用供与、多様化する顧客ニーズ

にきめ細かに対応できるよう体制を整備しております。 

   訪問活動は対話を重視し、深度ある情報収集により経営状況や直面している問題点、将来に向けた課

題を把握・整理し、その情報を業務日誌や事業性評価シートへ蓄積することにより、本部と営業店が情

報共有し、一体となった営業体制を構築しております。多様化する顧客ニーズに応えていくため、外部

支援機関との幅広い分野で連携を行い、ネットワークを活用した中小零細企業の本業支援、各種課題解

決支援に取り組んでおります。   

     

   興栄信組は、強みであるフェイス・トゥ・フェイスを活かす取り組みとして、狭域での渉外力を主と

した活動を柱に、伴走による地域の事業者への支援に取り組んでおります。 

   営業体制として店舗長、渉外担当者を中心にした全員営業のもと、業況把握のために定期的なモニタ

リング、外部支援機関との連携・情報共有を実施しております。業況含めた情報は営業店・本部での共

有を図り、一体となった取り組みを行っています。 

 

   合併後は、本部機能の集約、店舗体制の見直し等により創出された人的資本を活用し、顧客対応人員

を増強することにより、中小規模事業者への事業支援や経営改善支援をこれまで以上に強化していくと

ともに、両組合がこれまで取り組んできた活動や外部支援機関とのネットワークを融合させ、事業者支

援、金融サービスを提供してまいります。 

   なお、これらの取り組みは、新潟縣信組の審査管理部を主管部とし、外部機関の活用状況・取次につ

いては新潟縣信組の地方創生推進室と連携しながら各営業店の取り組み状況を検証し（四半期毎に実績

をフィードバック）、フォローアップを行うことで実効性を高めてまいります。 

2026/9期 2027/3期 2027/9期 2028/3期 2028/9期 2029/3期 2029/9期 2030/3期 2030/9期 2031/3期 2031/9期 2032/3期

（計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画） （計画）

286先 472先 480先 490先 500先 500先 510先 510先 520先 520先 520先 520先 530先 530先 530先

（事業性評価に基づく融資

を行っている融資残高）
368億 913億 950億 975億 1,000億 1,000億 1,015億 1,015億 1,030億 1,030億 1,030億 1,030億 1,050億 1,050億 1,050億

71件 93件 94件 48件 96件 49件 101件 52件 105件 54件 110件 54件 110件 54件 110件

2,780先 2,744先 2,780先 2,790先 2,790先 2,790先 2,790先 2,800先 2,800先 2,800先 2,800先 2,810先 2,810先 2,810先 2,810先

（無担保融資残高） 370億 364億 370億 372億 372億 372億 372億 375億 375億 375億 375億 377億 377億 377億 377億

375先 340先 431先 217先 435先 220先 440先 220先 440先 220先 440先 220先 440先 220先 440先

（好調先） 3先 4先 3先 1先 4先 2先 6先 2先 6先 3先 7先 3先 7先 3先 7先

（順調先） 36先 37先 38先 18先 21先 20先 41先 21先 44先 22先 45先 22先 45先 22先 45先

（不調先） 8先 8先 8先 3先 8先 3先 8先 3先 7先 2先 6先 2先 6先 2先 6先

10先 3先 5先 5先 10先 5先 10先 6先 12先 6先 12先 7先 15先 7先 15先

3,962先 4,373先 4,375先 4,425先 4,475先 4,475先 4,525先 4,525先 4,575先 4,575先 4,575先 4,575先 4,625先 4,625先 4,625先

88.89% 83.51% 86.63% 80.23% 85.61% 79.64% 85.10% 79.29% 84.74% 78.69% 84.85% 78.93% 84.43% 78.29% 84.43%

2025年度

（実績）

❶事業性評価の取組み先数

❷創業支援先数（創業・第二創業）

❸成長支援（無担保融資先数）

❹経営改善支援（条件変更総数）

2023年度

（実績）

2024年度

（実績）

❺事業承継支援先数

（経営改

善計画の

進捗状

況）

期末債務者総数

経営改善取組率
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３ 中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化のための方策 

 

（１）担保又は保証に過度に依存しない融資の促進その他の中小規模の事業者の需要に対応した信用供

与の条件又は方法の充実のための方策 

 

  新潟縣信組は、「経営者保証のガイドライン」「中小・地域金融機関向けの総合的な監督指針」の

趣旨を踏まえ、事業性評価に基づき担保又は保証に過度に依存しない融資への取り組みを行っており

ます。「経営者保証の必要性に関するチェックシート」の運用開始に合わせ、事務取扱要領の見直し

や経営者保証要否判定の明確化等の体制を整備しており、定着が図られています。 

  担保および代表者保証を不要とする融資商品として無担保当座貸越やトラスト（期日一括返済型証

書貸付）の商品開発も行っており、今後も事業性評価に基づき、担保又は保証に過度に依存しない融

資に積極的に取り組むことにより、事業者支援を行ってまいります。 

 

   興栄信組は、経営者保証のガイドラインの趣旨を踏まえ、「経営者保証の必要性に関するチェック

シート」の活用により、経営者保証に対しての事業者への説明を行っております。その上で事業性評

価に基づき、担保および経営者保証に過度に依存しない融資に積極的に取り組むことで事業者の支援

を行ってまいります。 

 

  合併後は両組合が有している資金供給方法や事業性評価の手法、事業性評価の着眼点を共有するこ

とにより、担保・保証に依存しない融資への取り組みについて一層の体制強化を図ってまいります。 

 

【経営者保証ガイドラインの活用状況】 

  

【新潟縣信組】 

 

 

  【興栄信組】 

 

  

 

 

基準年月 2024/3 2025/3 2026/3 2026/9 2027/3 2027/9 2028/3 2028/9 2029/3 2029/9 2030/3 2030/9 2031/3 2031/9 2032/3

新規に無担保で融資した件数 551先 628先 670先 675先 680先 685先 690先 695先 700先 705先 710先 715先 720先 720先 720先

新規融資件数 1,926先 1,761先 1,700先 1,700先 1,710先 1,720先 1,730先 1,740先 1,750先 1,755先 1,760先 1,765先 1,770先 1,770先 1,770先

新規融資に占める経営者保証に依存し

ない融資の割合
28.61% 35.66% 39.41% 39.71% 39.77% 39.83% 39.88% 39.94% 40.00% 40.17% 40.34% 40.51% 40.68% 40.68% 40.68%

基準年月 2024/3 2025/3 2026/3 2026/9 2027/3 2027/9 2028/3 2028/9 2029/3 2029/9 2030/3 2030/9 2031/3 2031/9 2032/3

新規に無担保で融資した件数 42件 53件 35件 40件 40件 40件 40件 43件 43件 43件 43件 48件 48件 50件 50件

新規融資件数 117件 97件 75件 85件 85件 85件 85件 90件 90件 90件 90件 100件 100件 100件 100件

新規融資に占める経営者保証に依存し

ない融資の割合
35.90% 54.64% 46.67% 47.06% 47.06% 47.06% 47.06% 47.78% 47.78% 47.78% 47.78% 48.00% 48.00% 50.00% 50.00%
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【両組合合算】 

 

 

（２）中小規模事業者等向け信用供与円滑化計画を適切かつ円滑に実施するための方策 

 

  新潟縣信組は、フェイス・トゥ・フェイスによる訪問活動により、事業者の経営状況や直面してい

る問題点、将来に向けた課題を把握・整理し、事業性評価シートを作成しています。 

  事業性評価シートは法人の全事業先で作成、事業者の決算期に合わせ年 1 回以上の見直し・更新を

行う運用としており、本部企業支援チームと情報共有が図られています。 

  中小規模事業者への支援は、企業支援チームや外部支援機関が営業店と同行訪問を行うことで、職

員のレベルアップを図りながら支援体制の強化を図り、経営改善計画の策定支援や他行を含めた金融

支援の立案・調整、モニタリング等の事後管理を行っております。 

   

興栄信組は、強みであるフェイス・トゥ・フェイスの訪問活動を主体に、事業者の経営課題等の業

況把握のために定期的なヒアリング・モニタリングを図り、定量要因のみならず定性要因の把握、評

価に努め、営業店・本部の情報共有のほか、外部支援機関との連携・情報共有を図ることで、有効な

金融支援に取り組んでおります。 

   

合併後は両組合のノウハウ・支援事例を結集・活用し、更なる中小規模事業者向けの信用供与円滑

化を図ってまいります。 

 

【中小規模事業者向け与信供与の計画（単位：億円、単位未満切捨て）】 

 

【新潟縣信組】 

 

 

 

 

 

 

 

 

基準年月 2024/3 2025/3 2026/3 2026/9 2027/3 2027/9 2028/3 2028/9 2029/3 2029/9 2030/3 2030/9 2031/3 2031/9 2032/3

新規に無担保で融資した件数 593先 681先 705先 715先 720先 725先 730先 738先 743先 748先 753先 763先 768先 770先 770先

新規融資件数 2,043先 1,858先 1,775先 1,785先 1,795先 1,805先 1,815先 1,830先 1,840先 1,845先 1,850先 1,865先 1,870先 1,870先 1,870先

新規融資に占める経営者保証に依存し

ない融資の割合
29.03% 36.65% 39.72% 40.06% 40.11% 40.17% 40.22% 40.33% 40.38% 40.54% 40.70% 40.91% 41.07% 41.18% 41.18%

2024/3

（実績）

2025/3

（実績）

2026/3

（実績）

2026/9

（計画）

2027/3

（計画）

2027/9

（計画）

2028/3

（計画）

2028/9

（計画）

2029/3

（計画）

2029/9

（計画）

2030/3

（計画）

2030/9

（計画）

2031/3

（計画）

2031/9

（計画）

2032/3

（計画）

総貸出残高 1,823 1,878 1,897 1,905 1,910 1,915 1,920 1,925 1,930 1,935 1,940 1,945 1,950 1,955 1,960

中小規模事業者向け貸出残高 1,090 1,069 1,072 1,050 1,055 1,060 1,065 1,070 1,075 1,080 1,085 1,090 1,095 1,100 1,105

総資産残高 4,532 4,464 4,426 4,615 4,630 4,645 4,660 4,675 4,690 4,705 4,720 4,735 4,750 4,765 4,780

総資産に対する比率 24.05% 23.95% 24.22% 22.75% 22.79% 22.82% 22.85% 22.89% 22.92% 22.95% 22.99% 23.02% 23.05% 23.08% 23.12%
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【興栄信組】 

 

 

【両組合合算】 

 

 

４ その他計画実施地域における経済の活性化に資する方策 

 

（１）創業又は新事業の開拓に対する支援に係る機能の強化のための方策 

 

  人口や事業所が減少傾向にある新潟県では事業開業率：2.5％（2022 年中小企業白書）と全国的にも

低水準にあり、地域経済の担い手を創出する創業・新事業への取り組み支援は県内全域を営業基盤と

する当組合の重要な役割であると認識しております。 

  創業者向けのセミナー開催による面的支援を継続しながら、創業者への補助金情報提供や創業計画

の策定支援等の個別支援、信用保証協会の制度を活用した資金供給等、多様な支援を実施しておりま

す。特に創業 3 年目までは企業支援活動対象先として重点的に創業計画のモニタリングを実施するこ

とで、事業が軌道に乗るまでの PDCAの仕組みづくりを支援する等のアフターフォローを実施しており

ます。 

 

    興栄信組は、外部機関が開催する創業・新事業のセミナーの紹介、県・市の制度融資、信用保証協

会の利用斡旋、資金供給、事業計画策定の支援等を実施しております。また、商工会、IPC財団との連

携等による補助金の活用案内も行っております。 

 

  合併後においても上記取り組みを継続し、地域経済の活性化に向け更なる起業・創業者向けの支援

を強化することで新潟県の地域発展に寄与してまいります。 

 

（２）経営に関する相談その他の取引先の企業（個人事業者を含む。）に対する支援に係る機能の強化

のための方策 

 

  新潟縣信組は、第 20 次中期経営計画（令和 7 年度～9 年度）および令和 7年度経営計画書において

「地域力の発揮」を重要な経営課題の 1 つと位置付け「コンサルティング機能の強化」に取り組んで

2024/3

（実績）

2025/3

（実績）

2026/3

（実績）

2026/9

（計画）

2027/3

（計画）

2027/9

（計画）

2028/3

（計画）

2028/9

（計画）

2029/3

（計画）

2029/9

（計画）

2030/3

（計画）

2030/9

（計画）

2031/3

（計画）

2031/9

（計画）

2032/3

（計画）

総貸出残高 104 102 100 100 101 101 102 102 103 103 104 104 105 105 106

中小規模事業者向け貸出残高 70 68 67 68 69 69 69 69 70 70 71 71 72 72 73

総資産残高 269 265 264 271 272 272 273 273 274 274 275 275 276 276 277

総資産に対する比率 26.02% 25.66% 25.38% 25.09% 25.37% 25.37% 25.27% 25.27% 25.55% 25.55% 25.82% 25.82% 26.09% 26.09% 26.35%

2024/3

（実績）

2025/3

（実績）

2026/3

（実績）

2026/9

（計画）

2027/3

（計画）

2027/9

（計画）

2028/3

（計画）

2028/9

（計画）

2029/3

（計画）

2029/9

（計画）

2030/3

（計画）

2030/9

（計画）

2031/3

（計画）

2031/9

（計画）

2032/3

（計画）

総貸出残高 1,927 1,980 1,997 2,005 2,011 2,016 2,022 2,027 2,033 2,038 2,044 2,049 2,055 2,060 2,066

中小規模事業者向け貸出残高 1,160 1,137 1,139 1,118 1,124 1,129 1,134 1,139 1,145 1,150 1,156 1,161 1,167 1,172 1,178

総資産残高 4,801 4,729 4,690 4,886 4,902 4,917 4,933 4,948 4,964 4,979 4,995 5,010 5,026 5,041 5,057

総資産に対する比率 24.16% 24.04% 24.29% 22.88% 22.93% 22.96% 22.99% 23.02% 23.07% 23.10% 23.14% 23.17% 23.22% 23.25% 23.29%
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おります。「コンサルティング機能の強化」として 6 項目を掲げ、多様化・複雑化する取引先企業の

支援を構築し対応しております。 

 

    ①企業支援活動の取り組み 

      企業支援活動では事業者の実情に応じた経営改善支援・事業再生支援への取り組みを行い、事

業者が抱える問題点や課題について外部機関との連携により、最適なソリューションを提供する

ことで事業の発展・継続に向けた取り組みを行っております。 

    ②事業者の持続的な支援に向けた取り組み 

      事業性評価によりビジネスモデルや事業から生み出される将来キャッシュフロー等に着目し、

事業の発展に必要な資金供給へ向けた取り組みを行っております。将来キャッシュフローを算定

するため事業者が有する「知的財産」に着目する取り組みは、担保・保証に依存した融資慣行の

是正にも繋がることから一層の支援を強化してまいります。  

 ③事業承継支援の取り組み 

      事業承継に係るセミナーを毎年開催し、事業者への啓蒙活動を継続して取り組んでおります。

個別支援では外部機関と連携し M＆A支援に積極的に取り組むとともに、同支援に係るノウハウ・

実績を積み上げることで組織内の体制整備を進めております。  

    ④スタートアップ支援の取り組み 

      創業者向けのセミナー開催による面的支援を継続しながら、創業者への補助金情報提供や創業

計画の策定支援等の個別支援、信用保証協会の制度を活用した資金供給等の多様な支援を実施し

ております。 

    ⑤脱炭素に向けた企業支援の取り組み 

      脱炭素に向けた商品（SDGsサポートローン）の発売により、脱炭素に向けて取り組みを行う企

業への効果的な資金供給を行っております。同商品利用者（利用予定者）には SDGs宣言書の策定

支援や付帯サービスとして BCPプラン策定支援、健康経営策定支援の取り組みを行っております。 

    ⑥店舗ネットワークを活かしたビジネスマッチング体制の再構築 

    平成 28年よりビジネスマッチングによる支援を行っており、利便性向上と取り組みの拡大を目

的に、令和 7 年度ビジネスマッチング業務の見直しを行いました。ビジネスマッチング支援では

顧客と顧客を繋ぐハブとしての機能を果たすだけでなく、県内バイヤーとの商談会開催や外部機

関が主催する県外バイヤーとの商談会の活用等により、支援を強化しております。 

 

上記施策のほか、外部支援機関との連携強化についても積極的に取り組んでおり、令和 7年 12 月に

人材紹介サービスの経営支援メニューの一環として REVICarre（レビキャリ）の活用を開始しており

ます。   

 

興栄信組は、中期経営計画（令和 5年度～7年度）において「伴走による地域の事業者への支援」を

掲げ、事業者支援は重点施策として位置付けております。令和 7 年度経営計画では以下の項目を取り

組むこととしております。 

 

①中小・小規模事業者とのリレーション 

定期的な訪問活動によるヒアリング・モニタリングを継続し、事業性評価による事業先の強み・
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弱み等の把握に努め、寄り添った相談を受けるよう取組んでおります。 

②資金繰り支援対応 

収益力の低下による原因も含め、新規融資のみならず、条件変更等に柔軟に応じる対応を図る方

針により、相談に乗っております。 

③本業支援の取組 

経営改善、収益力改善、事業再生、事業転換等の支援に関し、外部支援機関の活用および連携を

密に図り、支援内容が実効的なものになるよう取り組んでおります。 

 

     合併後においても、経営支援メニューの強化・拡充を図り、お客様の多様化するニーズに応えて

いくためコンサルティング機能の一層の強化を図ってまいります。 

 

（３）早期の事業再生に資する方策 

 

  新潟縣信組では、早期の事業再生に資する方策として、通常の融資期中管理業務に留まらず、重点

的に改善支援が必要な先を「企業支援対象先」として明確にし、以下の取り組みを行っております。 

①コンサルティング機能を発揮し、経費削減の見直し、販売促進策の立案、資金繰り表の作成支援、

管理会計の改善、業務フロー見直し等の助言を行う 

②外部支援機関（中小企業診断士、税理士、公認会計士、弁護士、よろず支援拠点）への取次ぎを

行い、専門家と同行して経営改善に資する助言を行う 

③中小企業活性化協議会等の外部支援機関と連携して再生計画（抜本再生含む）の策定に関与する 

 

    興栄信組は、ゼロゼロ融資利用先事業者を中心に、定期的、継続的にモニタリングを実施しており

ますが、経営課題等の問題のほか、収益力の低下により財務状況が悪化してきている、いわゆる赤字

先事業者に対して、主に信用保証協会と連携した専門家派遣により、経営改善計画の策定に関与・支

援しております。 

 

    合併後は両組合による取り組み・ノウハウを結集・活用することで収益性改善が遅れている事業者

への支援体制を強化してまいります。常時の訪問活動により取引先企業の予兆フラグを的確に捉え、

メイン・非メインを問わず、経営改善への早期着手に向け、関係機関と協力して取り組んでまいりま

す。 

 

（４）事業の承継に対する支援に係る機能の強化のための方策 

 

   新潟県内は人口減少、経営者の高齢化が進んでおり、後継者難を抱える事業者が多く、地域金融

機関における重要課題として認識しております。 

   新潟縣信組では、事業承継や M＆A 支援業務のノウハウを補完するため、士業専門家や M＆A 支援

会社等、多くの専門機関と提携することで事業承継問題に取り組んでおります。事業承継や M＆A は

専門知識が必要な業務であり、「中小 M＆A ガイドライン」に沿った組織体制の構築が必要と認識し

ております。クロージング後の PMI 支援も重要な取り組みであることから、専門機関の協力を得な

がら支援体制の構築を図ってまいります。 
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     興栄信組は、営業地域には比較的小規模事業者が多く、経営者の高齢化は如実に表れております。

特に、家族経営である事業者は家族・親族に後継者がいない場合では、自主廃業に至る傾向があり、

取引先事業者の減少は大きな問題として認識しております。 

     そのため、小規模であっても M＆A など第三者への事業譲渡の可能性があることを周知し、事業承

継・引継ぎ支援センターへのつなぎ役の位置付けとして事業承継支援に取り組んでおります。 

 

    両組合とも、経営者の高齢化が進む状況において事業承継支援は最重要課題の一つと捉えており、

合併後は両組合の取り組みを融合しながら事業承継支援に取り組んでまいります。 

 

 

 

第６ 実施計画の適切な実施を図るために必要な経営体制に関する事項 

 

 

１ 実施計画に係る管理体制 

 

本実施計画の進捗状況については、新潟縣信組の常務会等への定期的な報告を通じ管理を行ってまい

ります。また、資金の交付を受けて実施しようとする経営基盤の強化のための措置の進捗状況等を管理

する部署については、新潟縣信組の総務部とし、交付を受けた資金の経理の担当部署については、新潟

縣信組は資金経理部、興栄信組は総務部とし、合併後の担当部署は新潟縣信組の資金経理部といたしま

す。収益管理については、現状、新潟縣信組は資金経理部、興栄信組では総務部で行っておりますが、

合併後は新潟縣信組の資金経理部にて部門ごとの収益管理を行い、進捗を管理してまいります。  

計画との乖離が生じた場合、または、生じる恐れがある場合には、担当部署でその対策等を検討し、

常務会等での協議を経て、担当部署・営業店に対して計画との乖離を是正する対応を速やかに実行して

まいります。 

 

 

２ 実施計画の適切な実施を図るために必要な経営体制の強化のための方策 

 

（１）業務執行に対する監査又は監督の体制の強化のための方策 

 

   新潟縣信組では、業務の健全性・適切性の確保のため、理事および理事会は経営管理方針を策定

し、経営計画書等により組織へ周知しています。金融機関として様々なリスクに適応し、経営基盤

の安定化、収益基盤の強化、財務の健全性に基づく持続可能なビジネスモデルを確立し、地域経済

および地域の事業者の発展につなげることが重要な課題となっており、当組合ではリスク管理委員

会、ALM 委員会を設置し、各リスクを正確に把握・分析し、適正にコントロールしています。各リス

ク管理方針について毎年見直しを行い、内部監査によるリスク管理の検証を実施することで体制の

充実に取り組んでいます。 

   内部監査は、毎年「内部監査計画」を策定し、理事会の承認を得て実施しています。内部監査方
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針は、当組合の経営目標の達成に寄与することを目的として、経営基盤の強化と健全性の確保に向

け、適切な経営管理（ガバナンス）のもと、各種リスク管理態勢の整備状況に重点を置いた内部監

査を実施しています。経営課題として「リスク管理の高度化」「ガバナンスの強化」「内部監査の

高度化」を最重点項目に掲げ、経営への牽制機能を構築し、リスクベース監査の確立により、損失

やリスクの顕在化に重点を置いた監査を実施したうえで、必要に応じて改善の提言を行っています。

具体的には各種リスク管理態勢の検証、営業店への臨店監査、第 2 線に対する本部監査を実施し、

リスクの低減を図ることを目的として常務会への検証報告や監査結果改善委員会を通じて提言を行

い、経営体制の強化を行っております。 

 

     興栄信組は、健全経営を保持していくために経営管理、法令等遵守、リスク管理態勢の整備・強

化を図ることとし、「内部監査規程」「コンプライアンス・マニュアル」「顧客保護等管理基本方

針」「顧客保護等管理規程」「統合的リスク管理基本方針」「統合的リスク管理規程」を制定し、

役職員に対し、その重要性について、あらゆる機会を通じて周知徹底を図っており、適切な業務運

営の確保に努めております。 

監査体制の強化においては、監査室による臨店監査では、各部店における「現物監査」「法令等

遵守管理態勢」「顧客保護等管理態勢」「信用リスク管理態勢」「オペレーショナル・リスク管理

態勢」に分けて監査を実施し、評価、問題点の発見、指導を行っております。 

また、内部監査結果に基づく指摘事項の改善策の報告を求めるとともに、所管部署と連携し再発

防止のための通達・指導やフォローアップ監査により検証を行っております。 

 

合併後の新潟縣信組の役員構成は、合併前の新潟縣信組の体制を踏襲し、理事 11 名（常勤理事 8

名、非常勤理事 3名）、監事 3名（常勤監事 1 名、非常勤監事 2 名（内、員外監事 1名）の 14名に

て構成。理事会は理事及び監事により構成され、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項

等業務執行について協議・決議してまいります。また、監事 3名（常勤監事 1名、非常勤監事 2名）

による監事会を毎月 1 回（8月及び 12月を除く）開催し、理事の職務執行の監査・監督を行ってま

いります。なお、監事 3 名の内、1名が員外監事として選任されており、監査体制の中立性及び独立

性を一層高めることで、ガバナンス態勢の確保を図ってまいります。 

また、内部監査体制につきましても、新潟縣信用組合の内部監査体制を継続し、内部監査機能が

十分に発揮される体制の維持・強化を図ってまいります。 

 

 

（２）リスク管理の体制の強化のための方策 

 

①統合的リスク管理態勢の強化 

 

新潟縣信組では、持続可能な収益を確保するために必要なリスクテイクと資本のバランスを確

認することに加え、リスクが顕在化した場合でも業務の健全性を確保することを目的とした自己

管理型のリスク管理を行っています。総合的リスク管理態勢の整備・確立を図り、全体のリスク

を統合的に管理する機能の実効性を確保し、新潟縣信組の業務の健全性および適切性の観点から、

経営方針等に基づき、後述の統合的リスク管理に関する施策を実施してまいります。 
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  統合的リスク管理の主管部を総務部とし、運用戦略等の策定・実行の適切性を確保するため、

ALM委員会を設置して管理しています。ALM委員会は、リスクの計測・分析結果等を評価・検討す

るとともに、リスク資本の遵守状況および使用状況についてモニタリングを行い、定期的に常務

会等に報告しています。また、総務部および関連部はリスク額がリスク資本を超過する恐れがあ

る場合には、速やかに常務会に報告することとしています。 

 

      興栄信組は、管理部署を総務部とし、「統合的リスク管理方針」「統合的リスク管理規程」に

より、各業務において発生する様々なリスクを統合的に把握し、興栄信組の意思決定に必要な情

報を集約する組織としてALM委員会を設置し、リスク情報に基づく業務運営方針、リスク管理態

勢に関する検討を行っております。 

     リスク管理規程および管理要領に定める各種リスクに対して、リスク毎に管理部署を定め、適切

にリスク管理する態勢を構築しております。ALM 委員会は常勤理事および部・室長で構成しており、

金利リスクの測定、資金の調達・運用構成の最適化について評価・検討を行い、リスク資本使用状

況等を報告しております。 

 

      合併後においても、統合的リスク管理の主管部を新潟縣信組の総務部とし、リスクを統合的に

管理する機能の実効性を確保し、経営方針に基づいた統合的リスク管理に関する各種施策を実施

してまいります。 

 

  ②信用リスク管理態勢の強化 

 

    新潟縣信組は信用リスク管理の主管部を審査管理部と定め「信用リスク管理規程」および「貸

出業務規程」等の融資関連諸規程に規定し、各事業年度の開始にあたり、当該事業年度の与信管

理に関する審査管理方針の作成を行い、リスクを有する資産およびオフバランス項目について統

合的に管理を行っております。 

    信用リスクの分散を基本とし、与信ポートフォリオの状況を適切に把握・管理することで資産

の健全性を確保し、大口の個別案件の取り組みにあたっては、与信限度額の設定等により同一業

種、同一地域に貸出が集中しないことを基本方針としております。 

    与信ポートフォリオ管理では、特定の業種や特定のグループに対する信用集中の状況等を分析

し、業種別や担保別金額階層別での貸出金の状況、信用格付別や債務者区分別の残高推移につい

て常務会に報告しております。 

信用リスク量は月次でモニタリングを行い、ALM 委員会にて情報共有しております。テールリ

スクへの耐性は半期毎に行うストレステストにより、自己資本比率への影響度について検証を行

うことでリスク事象が実現した場合に備えた対応策を協議する態勢に努めております。 

    大口与信先は未使用枠を含めた総与信で管理し、与信限度額 1 億円超の先について大口与信先

管理表を作成し、管理を徹底しております。与信限度額 3 億円超先は常務会への報告先とし、8億

円超は理事会に諮ることで適切かつ厳格に管理しております。 

    不良債権に対する管理の方策は、延滞債権に対する早期対応方針決定により、適切な管理を行

ってまいります。具体的には、営業店と審査管理部にて延滞会議を随時開催することで回収方針

や対応方針を決定し、問題債権の管理を行っております。 
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      興栄信組は、「信用リスク管理方針」に基づいて「信用リスク管理規程」を定めており、クレ

ジットポリシーについては「信用リスク管理規程第 3章」において定めております。 

与信審査において名寄せ後 8百万円までを営業店長決裁、15百万円までを審査管理部長決裁、

50百万円までを審査担当理事決裁、50百万円超 300 百万円までの案件については、常勤理事 4名

で構成する審査常勤理事会、300 百万円超は理事会決裁とし、与信金額段階別に決裁者を定めて

おります。 

      四半期毎に開催される延滞等審議委員会においては、延滞債権・問題債権について取組方針を

協議、進捗確認を行っております。 

  業種別・格付別・特定先毎に与信限度や権限の設定は行っておりませんが、審査管理部の執行

方針において与信管理の実施事項として「大口与信先の管理状況把握」「業種別融資残高推移状

況の把握」「アパートローン与信枠の設定と管理」を掲げております。大口先に対する与信限度

額は、四半期毎に作成する「大口与信先一覧」に基づいて限度額管理を行っており、大口先の管

理範囲については「信用リスク管理規程」において「大口貸出先名寄せ後 50百万円以上の先につ

いて、四半期毎に「大口貸出先管理表」により常勤理事会へ報告を行うこととする」と定めてい

ます。これを受けて審査管理部が債務者区分毎に最低訪問頻度を定め、営業店に訪問による債務

者の実態把握に努めるよう指示し、店舗の大口先に対する状況把握や臨時申請時に添付すること

により、審査時の活用を図っております。 

 

    合併後も主管部を新潟縣信組の審査管理部とし、審査管理部方針により信用リスク管理の徹底

と適切な運用を図ってまいります。 

 

  ③市場リスク管理態勢 

 

新潟縣信組では、市場リスク管理の主管部を資金経理部と定め、適正な市場リスク管理態勢の

整備・確立に向けた方針および方策を検討しています。 

市場リスク管理の主管部である資金経理部は、市場部門（フロント部門）、市場リスク管理部

門（ミドル部門）、事務管理部門（バック部門）を設置し、市場リスク管理部門ではリスク評価

を網羅的かつ多面的に行い牽制機能を確保しています。 

理事会および常務会は、リスク資本を配賦し、リスク枠および損失限度枠を設定しています。

また、常務会は市場リスク管理態勢を評価し、必要に応じ改善・対応策等を指示しています。さ

らに、各限度枠の設定方法および設定枠、市場部門の運用方針等の見直しを行っています。 

ALM 委員会は、VaR やΔEVE、ΔNII の計測および感応度分析によるリスクテイク状況やバック

テスティングによる計測手法の妥当性と有効性の検証を行うことに加え、様々なシミュレーショ

ン等を報告させ、市場リスク管理についての議論を行っています。 

金融市場の急変動や市場リスクに関する重要情報（アラームポイント超過等）については、常

務会および ALM 委員会へ報告し、さらなるリスク拡大に対する段階的かつ具体的な対応策を策定

しています。 

 

      興栄信組では、主管部署を総務部とし「市場リスク管理方針」「市場リスク管理規程」により

市場リスクを適正に把握し、興栄信組として取り得る許容範囲を定め、その範囲内に収めるとと
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もに、リスクの管理と配分による適切な収益確保に努めております。金利リスク・価格変動リス

ク・為替リスクを適切に管理するため、「余裕資金運用基準」「有価証券保有目的区分基準」「有

価証券減損処理基準」等により、経済情勢や金利動向の変化に対するリスクの回避と安定的な収

益確保のため ALM委員会を開催して資産負債の総合的な管理を図っております。 

      リスク量については、「市場リスク管理表」により、金利リスクは 100BPV 変動、株価変動リス

クは 10％、為替リスクは 10％変動とし、VARは保有期間 6 カ月・観測期間 5年・信頼期間 99％を

条件とし月次で作成し、また、「リスクの上限管理」等で配当可能原資の限界値を月次で作成し

常勤理事会などで報告しております。 

      日次管理として時価変動が比較的大きい「投資信託」「Ｊリート」「株式」はｉ-Port から「上場

株式推移表」を作成し、本部内で情報共有を図っております。 

 

      合併後も主管部を新潟縣信組の資金経理部とし、「市場リスク管理規程」および本部における資

金の運用基準を定めた「本部資金運用規程」に基づき、資金の運用と管理に万全を期すとともに、

経済情勢や金利動向を予測しながら、リスクコントロールと並行して安定的な収益確保ができる

よう管理してまいります。 

 

  ④流動性リスク管理態勢 

 

新潟縣信組では、流動性リスク管理に関する組織体制として、流動性リスク管理部門を総務部、

資金繰り管理部門を資金経理部としています。流動性リスク管理部門は、「流動性リスク管理方

針」「流動性リスク管理規程」に基づき、適切な流動性リスク管理を行います。流動性リスクに

影響を与える様々な要因を大口の資金移動、決算状況の悪化、市場の大幅な下落、事務処理シス

テムの障害、風評被害等として捉え、適切な流動性リスクの分析・評価・検証等を行い、定期的

に管理状況を常務会等へ報告しています。また、資金繰りリスクへの適切な対応を行うため、資

金繰り部門と連携し、資金繰りの逼迫度区分（平常時、懸念時、危機時）に応じて適切な対応策

を講じることとしています。資金繰り管理部門は、流動性リスク管理方針、流動性リスク管理規

程等に基づき、当組合のリスク・プロファイル等の内部環境、経済や市場等の外部環境等の情報

を収集・分析し、適切な資金繰り運営を行います。資金繰りの状況および予測について、流動性

リスク管理部門に対し、定期的に、または逼迫度の状況に応じて随時報告することとしています。 

 

      興栄信組では、主管部署を総務部とし、「流動性リスク管理方針」「流動性リスク管理規程」

により市場流動性の変化を適切に把握し対応するとともに、興栄信組の資金調達・運用方針に則

した適切かつ安定的な資金繰りを行うため、市場流動性や資金繰り逼迫度に応じた区分を「平常

時・懸念時・危機時」として管理しております。 

      平常時における資金繰り動向は、10 日毎に「資金繰り予定表」による管理を実施し、適切な資

金繰りを図るとともに、月次で「流動性リスクに対応する支払準備資産の状況」を作成し、常勤

理事会へ報告しております。 

 

      合併後においても、流動性リスク管理部門を新潟縣信組の総務部、資金繰り管理部門を新潟縣

信組の資金経理部とし、金融機関として健全な経営体質を維持し、管理態勢の強化に努めるとと
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もに、不足の事態が発生した際の対応策を定め、資金調達にも即時に対応できるよう体制整備を

図る等万全を期してまいります。 

 

 ⑤オペレーショナル・リスク管理態勢 

 

 新潟縣信組では統括部署を事務部として、「オペレーショナル・リスク管理規程」を制定し、

オペレーショナル・リスク管理態勢の構築、推進に係る基本事項を定め、当組合の業務の健全性

および適切性確保を図っております。 

各部署が管理するオペレーショナル・リスクについては、所管部署において管理、把握してい

る状況を統括部署と毎月開催する定例会で共有し、統括部署が分析・評価し、定期的に常務会に

報告しております。 

    各オペレーショナル・リスクの所管部署は以下のとおりです。 

     ア. 事務リスク：事務部 

     イ. システムリスク：事務部 

     ウ. 法務リスク：総務部 

     エ. 風評リスク：総務部 

     オ. 人的リスクおよび災害・犯罪リスク：総務部 

  所管部署を通じて各種オペレーショナル・リスクの適切な把握と管理を行い、オペレーショナ

ル・リスク管理態勢の強化を図ってまいります。 

 

興栄信組では、主管部署を総務部とし、「オペレーショナル・リスク管理方針」「オペレーシ

ョナル・リスク管理規程」により、リスク全体の状況を俯瞰的に把握し、オペレーショナル・リ

スクを「特定、評価、モニタリング、コントロールおよび削減」することで総合的に管理してお

ります。 

リスクの定義は「事務リスク、システムリスク、その他（法務リスク・人的リスク・有形資産

リスク）」とし、主管部署および担当部署を定めオペレーショナル・リスク管理態勢の強化を図

っております。 

 

合併後においても、新潟縣信組の各所管部署において「オペレーショナル・リスク管理規程」

に基づき、的確に把握・管理し、総合的な管理の実効性を確保する体制の整備を図ってまいりま

す。 

 

 

（３）法令遵守の体制の強化のための方策 

 

  ①法令等遵守態勢 

 

新潟縣信組では、総務部を統括部署として、各部・店にコンプライアンス責任者を配置し、コ

ンプライアンス責任者と連携を図り、コンプライアンスの実践とコンプライアンス態勢の実効性

を確保しています。総務部は、法令等遵守の徹底を図るため、毎年度策定の「コンプライアンス・
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プログラム」の進捗状況を把握するとともに、コンプライアンス状況の分析・評価を行い、問題

の早期発見と改善および未然防止策を講じています。また、コンプライアンス意識の徹底を図る

ために効果的な各種研修や啓蒙活動を充実するとともに、不祥事件の未然防止のためのコンプラ

イアンス・チェック等による点検を徹底しております。加えて、総務部・人事部臨店および各種

コンプライアンス・チェックにより、コンプライアンス責任者の責務の執行状況を適正に把握し

て、統括部門による牽制機能を高め、コンプライアンス態勢強化を図っております。なお、経営

に重要な影響を与える、もしくは顧客の利益が著しく阻害される事案が発生した時は速やかに常

務会等に報告することとしています。内部通報制度として総務部内に設置した「コンプライアン

ス相談窓口」および「総務部長直接報告」により、法令等の違反またはその恐れのある事実を報

告できる受付体制を整備し、問題行為の早期発見と牽制機能の強化を図ってまいります。 

監査部では、四半期ごとに各リスク管理態勢の原因分析・評価を検証する中で、「コンプライ

アンス・リスク管理態勢」「コンプライアンス・プログラムの稼働状況」の内部監査を実施して

検証結果を常務会に報告しています。 

      興栄信組は、コンプライアンス担当役員を置き、統括部署を総務部とし、本部および営業店に

コンプライアンス担当者を配置しております。毎年度「コンプライアンス・プログラム」を策定

し、四半期毎に開催するコンプライアンス担当者会議では、進捗状況の報告を受けて分析・評価

し、問題点の把握に取り組んでおります。コンプライアンス意識の徹底を図るために、月次で「コ

ンプライアンス担当者のチェックシート」を総務部で検証し、各部店で行っているコンプライア

ンス研修の実施状況や職員面談等の実施状況を点検しております。 

監査室では、臨店監査や自店検査報告書により「コンプライアンス・プログラム」に沿ったリ

スク管理態勢の把握･検証を行い、臨店監査実施結果を理事会に報告しております。 

 

    ②マネロン・テロ資金供与対策に向けた取り組み 

 

    新潟縣信組は、マネー・ローンダリング及びテロ資金供与（以下、「マネー・ローンダリング

等」という）防止対策が当組合の信頼の維持、業務の健全性および適切性の確保のため、経営の

重要課題と位置付け、経営管理方針のほか「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策基本

規程」等を定め、マネー・ローンダリング等防止対策およびその対策等の有効性検証・評価に取

り組んでおります。 

    組織体制は、事務部を統括部署、本部各部署を関連部とし、営業店に対するマネー・ローンダ

リング等防止の指導、各種施策の実施を指示しております。 

    マネー・ローンダリング等防止のため、本部各部および本店営業部を構成員とする「マネロン

対策推進委員会」では、マネー・ローンダリング等防止対策に係る方針・手続・計画等の内容と

その実施状況の報告を充実させるべく策定した「マネロン・テロ資金供与対策プログラム」等に

関する重要事項および営業店からの情報、意見等について定期的に審議、または統括部署からの

報告を受けています。審議内容、報告事項等については常務会へ報告し、マネー・ローンダリン

グ等防止の徹底および整備した基本的な管理態勢の維持、高度化を図っております。 

 

      興栄信組では、統括部署を総務部とし、マネロン・テロ資金供与及び拡散金融を防止するため、

マネロン・テロ資金供与対策を経営上の重要な課題として位置付け、「犯罪収益移転防止法」な
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らびに金融庁の「マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対策に関するガイドライン」等の関

連法令等を遵守し、経営陣の主導的な関与のもと、取り組みを行っております。 

      「SAMLシステム」を活用したリスク格付けを行い、継続的顧客管理の実践と疑わしい取引の検

知、研修会開催によりマネロン等リスク対策の実効性確保を図っております。 

 

    ③サイバーセキュリティ対策 

 

    新潟縣信組は、サイバーセキュリティ管理態勢を強化することにより、当組合の社会的信用お

よび金融システムの信頼を確保し、サイバーセキュリティに関する関係諸法令を遵守するととも

に、継続的な態勢整備、強化に取り組むため、「サイバーセキュリティ管理の基本方針」を定め、

サイバーセキュリティ管理態勢の整備、強化に取り組んでおります。 

    組織体制は、高度化するサイバー攻撃に組織的に対応するため、統括責任者を事務部担当役員、

統括部署を事務部、また、当組合内の横断的組織として CSIRT を設置するとともに他金融機関と

の情報共有、情報連携を行っています。 

    また、サイバーセキュリティ管理態勢の維持、強化のため、サイバーセキュリティ対策に係る

方針・手続・計画等の内容とその実施状況の報告を充実させるべく策定したサイバーセキュリテ

ィ対策活動計画等に関する重要事項について、定期的に CSIRT メンバーによる会議を開催、活動

状況の進捗及び報告事項等について常務会へ報告し、サイバーセキュリティ管理態勢の維持、高

度化を図っています。 

 

      興栄信組は、昨今続発する金融システムに向けたサイバー攻撃を念頭に、サイバーセキュリテ

ィ対策として、継続的な態勢整備、強化に向け「サイバーセキュリティ対応マニュアル」を定め、

管理態勢の整備、強化に取り組んでおります。 

組織体制は業務推進部を統括部署とし、平時対応は外部からの脅威情報の収集・分析・対策お

よび現状評価を行うとともに、外部専門機関（㈱ITスクエア）と連携した取り組みを図っており

ます。また、県内金融機関との情報共有を行っております。緊急時においては、「サイバーセキ

ュリティ対策本部」を設置し、対策本部長を理事長としたなかで対応、対処を図ることとしてお

ります。 

 

 ④顧客保護等管理態勢 

 

   新潟縣信組では、顧客保護等のための継続的な取り組みを行い、業務の健全性・適切性を確保

するため、経営方針等に基づき、各種の施策を実施しています。顧客保護等管理に関する組織体

制として顧客保護等管理全般を統括する顧客保護等管理責任者とともに、顧客説明、顧客サポー

ト等、顧客情報、外部委託、利益相反に関してそれぞれ管理責任者を設置しています。顧客保護

等の各管理責任者は、各規程の整備、モニタリングの実施等、具体的な対応を実施するとともに、

顧客保護等管理の状況の分析・評価および改善策等を実施しています。また、各管理責任者は顧

客保護等管理の状況、分析・評価改善、各プロセスの見直し等について常務会および理事会に報

告することとしています。 
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      興栄信組では、主管部署を総務部とし、「顧客保護等管理方針」「顧客保護等管理規程」によ

り、興栄信組の商品・サービスを利用し、または利用しようとしている方の正当な利益を確保、

および利便性の向上を図ることを目的としております。 

顧客保護等管理規程では、「顧客への説明」「顧客からの照会・相談・要望・苦情および紛争

への対処」「顧客情報の管理」「外部委託における顧客情報の保護・顧客対応等の適正性を確保

するための顧客保護等管理態勢の構築・推進」について定めており、経営に影響を与える恐れが

あるものは常勤理事会へ報告しております。 

 

⑤反社会的勢力への対応 

 

  反社会的勢力への対応については、社会の秩序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展

を妨げる反社会的勢力との取引の未然防止を含めた一切関係を遮断するため、「反社会的勢力対

応管理規程」および「反社会的勢力対応マニュアル」を制定しています。 

  新潟縣信組では、取り組みとして、統括部署である総務部が反社会的勢力に該当し、または該

当する疑いがある団体または個人を管理するため、警察、全信中協、営業店等からの情報をもと

に反社会的勢力データベース（SAML システム）を構築・管理しており、営業店に還元のうえ反社

会的勢力との取引未然防止や関係を遮断する態勢を整備しています。 

  また、不当要求を受けた場合や取引拒絶・解消についての方針、対応の具体例を反社会的勢力

マニュアルにおいて定めており、警察、暴追センター、弁護士等の外部専門家と連携して対応し

てまいります。 

 

      興栄信組では、統括部署を総務部とし、「反社会的勢力対応マニュアル」等により、社会の秩

序や安全に脅威を与え、健全な経済・社会の発展を妨げる反社会的勢力との関係を遮断すると定

めております。 

       反社会的勢力に該当し、または該当する疑いのある企業・団体・個人を管理するため、営業店

の地域活動、外部機関との連携については、新潟県警察および全信中協からの情報収集をもとに

反社会的勢力リストを作成して一元管理し、常勤理事会へ報告しております。 

 

   合併後においても、コンプライアンス（法令遵守）を経営の最重要課題と位置づけ、諸規程や社会

規範などのルールを厳格に遵守し、新潟縣信組の各所管部署を主管部署として、公正かつ健全な業務

運営に取り組んでまいります。 

 

 

（４）経営に対する評価の客観性の確保のための方策 

 

新潟縣信組では、理事会は職員出身者以外の 3 名の非常勤理事の経営参画により、ガバナンスの

向上や組合員の意見の多面的な反映に努めています。併せて、員外監事を含む監事も理事会に出席

し、意見を述べています。このように非常勤理事や員外監事等による牽制機能が有効に機能するた

めの態勢を整備し、理事会の監督機能向上に取り組んでいます。 
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     興栄信組は、職員出身者以外の 3 名の非常勤理事の経営参画により、ガバナンスの向上や組合員

の意見の多角的な反映に努めております。また、毎月開催の理事会には理事の他、非常勤監事 2 名

の出席を求めており、意見や指摘等による客観性の確保に努めております。 

 

     合併後も、新潟縣信組のガバナンス態勢に基づき、牽制機能が有効に機能するための態勢を整備

し、客観性の確保に努めてまいります。 

 

 

（５）情報開示の充実のための方策 

 

両組合は、組合員をはじめ、地域のお客様に経営状況や事業内容について理解を深めていただく

とともに、経営の透明性を確保することを目的として、情報開示の充実に取り組んでおります。デ

ィスクロージャー誌については、決算期ごとに法令で定められた開示内容以外に、経営理念、リス

ク管理体制、コンプライアンス体制、地域貢献への取り組み等、組合を理解していただくための経

営情報を分かりやすく伝えられるように作成し、店頭への備え付け、ホームページへの掲載、取引

先訪問による説明等により開示してまいります。なお、合併、店舗統廃合を行った際は、対象店舗

における周知に加え、ホームページによる案内等、お客様への情報提供を確実に行ってまいります。 

合併後は、新潟縣信組総務部を主管部とし、顧客周知に関しては業務部と連携しながら、引き続

き情報開示の充実に取り組んでまいります。 

 

 

（６）経営の向上に資する情報通信技術の効果的な活用のために必要な体制の強化のための方策 

 

両組合の合併は 2026 年 11 月に予定しており、基幹システムは両組合ともに信組共同センターシ

ステム（SKC）に加盟しているため統一されています。今後は合併に向けて、サブシステムの整備を

行い、合併後の業務運営の効率化を進めてまいります。システム関連等は新潟縣信組の事務部と興

栄信組の総務部を所管部として、合併における課題等は合併準備委員会、作業部会にて協議を行い、

必要に応じて常務会等に報告することとし、課題等に対する対応を適時適切に行うことができる体

制といたします。 

合併に際し、両組合で利用している事務機器、基幹システムを除くシステムに差異のある部分に

ついて統一（新潟縣信用組合への規格統一）することで、事務・システムの平準化を図ります。イ

ンターネット環境と組合内システムは直接の接続をすることなく物理分離とすること、かつ、シス

テムの統一、平準化に伴うシステム関連機器等の最新化、整備を行い「金融分野におけるサイバー

セキュリティに関するガイドライン」に基づいた態勢整備を進めてまいります。このような取組み

を行っていくことで、業務運営の安定的かつ効率的な実施を図ります。また、事務機器、導入シス

テムの統一及び平準化、ネットワーク環境の構築と最新 PC・タブレットの導入で、的確なリスク管

理及びサイバーセキュリティ対応の強化を行ってまいります。合併に係る対応方針・方策等につい

ては、令和 8 年度の経営計画、事務管理方針において常務会承認のうえ策定することとし、方策等

の実施についても進捗状況をリスク管理状況の把握・原因分析及びサイバーセキュリティ対策への

管理態勢整備の進捗状況を定期的に把握、常務会への報告、経営陣による指導を受け、態勢強化に
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努めてまいります。 

合併後においては、各種システム、ネットワーク関係の主管部である新潟縣信組事務部において、

情報通信技術の効果的な活用のための体制を整備してまいります。 

（７）資金の経理を適正に行うための体制の確保のための方策

新潟縣信組では資金経理部、興栄信組では総務部において、資金管理・経費管理について規程を

遵守し、適正な管理体制の整備と運用を行ってまいります。合併後においては、各年度予算作成を

行い、組合で定める権限に応じて常務会等で承認を得てまいります。また、経費支出についても、

新潟縣信組の資金経理部にて実施し、適切な業務分掌により、不正や誤謬発生のリスクの低減に努

めるとともに、新潟縣信組の監査部による内部監査を通じて、経費支出の適正性について検証を行

ってまいります。 

第７ 資金交付契約の締結の申込みを予定している経営基盤強化実施金融機関等の商号又は名称、交付を求

める当該資金の額等 

１ 経営基盤の強化のための措置の実施に要する費用の総額 

９１６，０７０，１００円（消費税および地方消費税相当額を含む）を予定しております。 

２ 資金交付の対象となる経費の総額

８３２，７９１，０００円を予定しております。 

３ 機構に交付を求める予定の資金の総額   

４１６，３９５，５００円を予定しております。 

４ 経営基盤の強化のための措置の実施に要する費用、交付対象経費及び機構に交付を求める予定の資金

の額 

措置の名称 
経営基盤の強化のための 

措置の実施に要する費用 
交付対象経費 

機構に交付を求める予定の

資金の額 

① システム改修 ４１，７５６，０００円 ３７，９６０，０００円 １８，９８０，０００円 

② 機器・装置導入 ２５４，９９８，９２０円 ２３１，８１７，２００円 １１５，９０８，６００円 

③ 店舗統廃合関連 ６１０，４４５，０００円 ５５４，９５０，０００円 ２７７，４７５，０００円 

④ 合併関連対応 ８，８７０，１８０円 ８，０６３，８００円 ４，０３１，９００円 

合計 ９１６，０７０，１００円 ８３２，７９１，０００円 ４１６，３９５，５００円 
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第８ 実施計画の実施に伴う労務に関する事項 

１ 実施計画の始期における従業員（職員）数 

 始期となる 2026 年 10月 1日の職員（予定）は 425 名（2 組合合算）となります。 

（新潟縣信組 400名、興栄信組 25名） 

２ 実施計画の終期における従業員（職員）数 

終期となる 2032 年 3月末の職員は 480 名（2信組合算）となります。 

３ 経営基盤の強化のための措置の実施に充てる予定の従業員（職員）数 

 2026 年 10月から終期となる 2032年 3月末までの期間において、その実施に充てる予定の職員数

は 480名（2信組合算）となります。 

４ ３．のうち、新規採用される従業員（職員）数 

 2026 年 10月から終期となる 2032年 3月末までの期間において、新規採用する予定の職員数は 150

名となります。 

５ 経営基盤の強化のための措置の実施に伴い出向又は解雇される従業員（職員）数 

 2026 年 10月から終期となる 2032年 3月末までの期間において、経営基盤強化のための措置の実

施に伴い出向または解雇される予定の職員はおりません。なお、計画始期から終期にかけて人員が

55名増加する見込みです。積極的に採用活動を行い、人員を増強していく計画であり、定年退職等

による減少数を上回る新規採用により人材を確保することで、経営基盤の強化を図ってまいります。 



内閣府令第 104 条第 1 項第 1 号 

項目 添付書類名 
法第 34条の 10 第 1項の申請の理由書 組織再編成等実施計画の申請理由書 



2026年 8 月 17 日 
 

組織再編成等実施計画の申請理由書 
 
 
 金融機能強化のための特別措置に関する法律第 34 条の 10 第 1 項の規定に基づき、組織再編成等実施
計画を申請する理由は下記の通りです。 
 

記 
 
 金融機能強化法第 34 条の 10 第１項に規定する経営基盤強化実施金融機関等である新潟縣信用組合
（以下「新潟縣信組」という。）及び興栄信用組合（以下「興栄信組」という。）は、経営基盤の強化に
より、中小規模事業者を中心とした円滑な資金繰り支援、事業者への再生支援、地方創生への取り組み
等を通じて、「地域のみなさまに最も身近な金融機関」として地域経済の発展に貢献することを目的と
し、2026年 11 月 24日に合併を予定しております。 
 新潟縣信組は、新潟県一円を営業地域として 43 店舗（店舗内店舗を含む）を展開しており、これま
で個人顧客及び小規模事業者を中心に金融サービスを提供してまいりました。創立以来「地元を見つめ、
地元とともに歩み、地元の発展にベストをつくします」という経営理念のもと、地域経済の発展に貢献
することを基本方針として掲げてまいりました。 
 興栄信組は、新潟県新潟市西区を中心に 5店舗（新潟市西区 4店舗、新潟市江南区 1 店舗）を展開し、
新潟市全域、燕市（旧燕市を除く）及び西蒲原郡弥彦村を主要な営業地域として、「地域のみなさまのお
役に立てる金融機関」として、地域社会の発展に貢献してまいりました。 
 しかしながら、両組合が営業基盤とする新潟県においては、少子高齢化による生産年齢人口の減少や
事業者数の減少など構造的な課題を抱えており、両組合の主要取引先である小規模事業者の数について
も、今後一層減少していくことが懸念されます。 
 また、こうした取引先数の減少による貸出金の減少等に伴い、資金利益が悪化するなどして、将来的
に基盤的金融サービスの提供・維持が困難となる可能性があります。 
 両組合は、2026年 11 月の合併を通じて、本部機能の集約化や店舗体制の効率化を図り、これらの取
り組みにより創出される人員を活用して、中小規模事業者に対する金融の円滑化、事業者支援の強化・
拡充及び個人顧客の利便性の向上に取り組んでまいります。 
 以上のとおり、両組合は、基盤的金融サービスの持続的な提供に向けて経営基盤の強化のための措置
を実施していくこととしております。地元とともに歩み続けてきた金融機関として、地域社会・地域経
済の更なる発展に寄与していくためにも、当該措置を迅速かつ円滑に実施していく必要があることから、
資金交付制度の活用に向けて実施計画を認定していただきたく申請いたします。 
 

以 上 
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項目 添付書類名 
第 104条第 1項第 2号に掲げる書類 
貸借対照表及び損益計算書 
（提出の日１年以内の一定の日のもの） 
自己資本比率を記載した書面 
（提出の日１年以内の一定の日のもの） 
 
 
 
 
 
 
 
最近の日計表 

【新潟縣信用組合】 
①貸借対照表（2026 年 3月期） 
②損益計算書（2026 年 3月期） 
③自己資本比率の状況（2026 年 3月期） 
 
【興栄信用組合】 
①貸借対照表（2026 年 3月期） 
②損益計算書（2026 年 3月期） 
③自己資本比率の状況（2026 年 3月期） 
 
 
【新潟縣信用組合】 
①2026 年６月末日 日計表（末残） 
②2026 年６月末日 日計表（平残） 
 
【興栄信用組合】 
①2026 年６月末日 日計表（末残） 
②2026 年６月末日 日計表（平残） 
 

 


























































































































